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１ はじめに 

（１） 趣旨 

平成１９年６月に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が改正され（平成２０年４

月１日施行）、各教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点

検・評価を行い、その結果に関する報告書を作成して議会に提出・公表することとされました。 

そこで、猪名川町教育委員会では、平成２０年度から、法改正の趣旨である、効果的な教育

行政の推進に資するとともに住民の皆様への説明責任を果たすため、学識経験者の知見を活用

した教育委員会活動の点検・評価を実施しています。 

 

（２） 点検・評価の対象 

点検・評価の対象は、「平成３１年度（２０１９年度）猪名川の教育ナビゲーション」（猪名

川町教育振興基本計画）に掲げられた《重点施策》とし、その進捗管理を各実施事業の点検・

評価結果を踏まえて行っています。 

 

（３） 点検・評価の方法と評価区分 

点検・評価に当たっては、令和元年度に実施した事業・取組の状況を明らかにし、以下の区

分により評価しました。 

また、点検・評価の客観性を確保するため、教育に関し学識経験を有する外部の方から意見、

助言をいただきました。 

評価区分 取 組 状 況 

Ｓ 目標を上回る効果が得られたもの 

Ａ 計画どおり進捗中のもの 

Ｂ 計画から遅延しているもの、また、期待できるほど効果が上がっていないもの 

Ｃ 未着手のもの 

－ 中止・大幅な見直し等が必要なもの 

 

（４） 点検・評価結果の構成 

①取り組むべき主な施策 

猪名川の教育ナビゲーション（猪名川町教育振興基本計画）の教育目標に定めた、重点的

に取り組む施策（「基本目標Ⅰ」１０項目、「基本目標Ⅱ」４項目、「基本目標Ⅲ」５項目）で

す。 

②事業目的・取組事項 

取り組むべき主な施策に基づく事業目的及び取組事項を示しています。 
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③令和元年度の事業（取組）の概要 

事業目的・取組事項に沿って令和元年度に実施した主な事業（取組）内容を示しています。 

④実施状況 

各事業（取組）の実施状況を記載しています。 

⑤評価 

令和元年度における各種事業（取組）の実施状況、評価指標に基づく本計画の進捗状況な

どを、定量及び定性的な観点から総合的に勘案して、事業目的・取組事項に照らし合わせた

評価を行っています。 

⑥今後の課題と対応方向 

今後の事業（取組）を進める上での課題と対応の方向を示しています。 

また、取り組むべき主な施策の評価が「－」（中止・大幅な見直し等）の場合、その理由等

を記載しています。 

【参考】地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に

委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第３項の規定により事務局職員等

に委任された事務を含む｡）を含む｡）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、

その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければなら

ない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する

者の知見の活用を図るものとする。 

 

２ 教育委員会の活動状況 

令和元年度の教育委員会の活動について、教育委員会会議、学校訪問、会議・研修会などの項

目に分け、教育委員会自身による点検を行いました。 

 

（１） 教育委員会による点検 

教育委員会会議については、毎月１回、第４木曜日を原則として開催する定例会と、必要に応

じて開催する臨時会（令和元年度は１回開催）があり、教育に関する様々な案件について検討し

て議決を行いました。 

定例会については、開催予定や傍聴の案内、会議録等を公開しています。また、町内の学校を

訪問し、意見交換等を行いました。 

議案、協議事項の審議及び報告については厳正に行われました。また、委員からの情報提供や

事務局からの事業の進捗状況及びその他の関連事項について、委員と事務局の間で意見交換が活
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発に行われました。 

以下、令和元年度の主な活動を示し、それぞれの活動内容について報告します。 

○教育委員会活動一覧 

４月 ９日（火） 小学校入学式 

４月１０日（水） 中学校入学式 

４月１２日（金） 幼稚園入園式 

４月２５日（木） 第１回 教育委員会定例会 

５月１７日（金） 兵庫県市町村教育委員会連合会定時総会（加西市） 

５月２７日（木） 第２回 教育委員会定例会 

５月２８日（金） 兵庫県女性教育委員の会総会・研修会（相生市） 

６月 ４日（火） 学校園訪問（中谷中学校） 

６月１０日（月） 学校園訪問（大島小学校） 

６月１３日（月） 学校園訪問（六瀬中学校） 

６月１４日（金） 学校園訪問（つつじが丘幼稚園） 

６月１８日（火） 学校園訪問（猪名川中学校） 

６月２７日（木） 第３回 教育委員会定例会 

７月 １日（月） 学校園訪問（松尾台幼稚園） 

７月 ２日（火） 学校園訪問（六瀬幼稚園） 

７月２５日（木） 第４回 教育委員会定例会 

７月３１日（水） 阪神７市１町教育委員会連合会総会・研修会（芦屋市） 

８月２２日（木） 第５回 教育委員会定例会 

９月２６日（木） 第６回 教育委員会定例会 

１０月１７日（木） 学校園訪問（つつじが丘小学校） 

１０月２５日（金） 第７回 教育委員会定例会 

１１月 ７日（木） 

～ ８日（金） 

先進地視察（愛知県豊橋市教育委員会、手筒花火パーク、愛

知県田原市教育委員会、愛知県豊橋市立嵩山小学校） 

１１月１１日（月） 学校園訪問（白金小学校） 

１１月２２日（金） 阪神７市１町教育委員会連合会研修会（芦屋市） 

１１月２５日（月） 学校園訪問（松尾台小学校） 

１１月２８日（木） 第８回 教育委員会定例会 

１２月１９日（木） 第９回 教育委員会定例会 

１月２３日（木） 第１０回 教育委員会定例会 

２月１３日（木） 第１１回 教育委員会定例会 
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２月２０日（木） 第１回 教育委員会臨時会 

３月１７日（火） 中学校卒業式 

３月１７日（火） 第１２回 教育委員会定例会 

３月１８日（水） 幼稚園卒園式 

３月１９日（木） 小学校卒業式 

 
（２） 項目別点検 

①教育委員会会議 

ア 議案について 

「教育長に対する事務委任規則」第１条により、教育長に対する事務委任は、次の各号に

掲げるものを除き（次に掲げる事項は教育委員会会議での議決が必要）、その権限に属する事

務を教育長に委任すると定められています。  

また、第３条により、教育長の臨時代理は、第１条各号に掲げる事務について、緊急やむ

を得ないときは、臨時に代理することができ、この場合において、教育長は速やかに教育委

員会に報告し、その承認を受けなければならないと定められています。  

（１） 所管の学校及び教育機関の設置、廃止及び変更に関すること。 

（２） 所管の学校及び教育機関の運営に関する基本方針の策定並びに教育目標の決

定に関すること。 

（３） 事務局及び所管の教育機関の職員の懲戒任免及び分限等の身分扱いに関する

こと。 

（４） 教育委員会に係る事務の管理及び執行の状況の点検及び評価並びにその公表

に関すること。 

（５） 教育委員会に関する条例及び規則の制定または改廃に関すること。 

（６） 県費負担教職員の懲戒任免及び分限について内申すること。 

（７） １件１,５００万円以上の工事の計画及び教育財産の取得を立案すること。 

（８）  教育予算その他議会の議決を経るべき議案について意見を決定すること。 

（９）  社会教育委員、文化財審議委員会委員及び図書館協議会委員を委嘱すること。 

（１０） 教科用図書の採択に関すること。 

（１１） 学齢児童生徒の就学すべき区域を設定し、または、これを変更すること。 
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（１２） 教育目的のための基本財産の管理に関すること。 

（１３） 請願、訴訟及び審査請求等に関すること。 

（１４） 奨学資金の支給方策の決定に関すること。 

（１５） 重要な表彰に関すること。 

（１６） 文化財の指定及び解除に関すること。 

（１７） 職員団体との交渉の基本方針に関すること。 

（１８） 前各号の外、異例に属する事項、若しくは規定の解釈上疑義がある事項、

または特に重要と認められる事項 

 

上の表に従い、令和元年度の教育委員会会議にかけられた議案等について、それぞれがど

の事項に該当するか、あらためて整理し、その妥当性、効率性といった観点から点検を行い

ました。  

以下の表中右列の数字は、上の表の（１）～（１８）の中から該当する番号を当てはめたも

のです。また、「その他」については、関係例規の規定に基づいて審議すべき事案となってい

るもののほか、全体の場で検討、共通理解を図る必要があると判断されたものです。 

また、議事終了後、各担当課による協議案件・報告事項が行われ、付議前の案件の事前説

明、事業の実績・予定報告や教育課題への対応策等について共通理解を図るとともに、活発

な意見交換を行いました。 

令和元年度の議案等については、規則に則って、適切に付議されています。 

 

第１回 教育委員会定例会（４月定例会） 

番 号 案 件 該 当 

 議案なし ― 

協議 

猪名川町立学校の適正規模・適正配置等環境のあり方に関する

基本方針の一部改正（案）について 
５ 

平成３２年度使用教科用図書採択に関する方針及び組織につい

て 
１０ 

 

第２回 教育委員会定例会（５月定例会） 

番 号 案 件 該 当 

議案第１号 猪名川町立学校園の適正規模・適正配置等教育環境のあり方に ５ 
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関する基本方針の一部改正について 

議案第２号 
猪名川町立小学校及び中学校管理運営規則等の一部を改正する

規則の制定について 
５ 

議案第３号 
猪名川町立小・中学校及び幼稚園空調設備整備工事（Ａ工区）

請負契約締結の教育長への事務委任について 
７ 

議案第４号 
猪名川町立小・中学校及び幼稚園空調設備整備工事（Ｂ工区）

請負契約締結の教育長への事務委任について 
７ 

議案第５号 
猪名川町立白金小学校外壁等大規模修繕工事請負契約締結の教

育長への事務委任について 
７ 

議案第６号 
猪名川町立猪名川中学校体育館・柔剣道場外壁等大規模改修工

事請負契約締結の教育長への事務委任について 
７ 

議案第７号 令和２年度使用教科用図書採択に関する方針及び組織について １０ 

 協議なし ― 

 

第３回 教育委員会定例会（６月定例会） 

番 号 案 件 該 当 

 議案なし ― 

協議 

猪名川町公立学校（園）学区規則の一部改正について ５ 

猪名川町立中学校特定地域選択制実施要綱（案）の制定につい

て 
５ 

 

第４回 教育委員会定例会（７月定例会） 

番 号 案 件 該 当 

議案第８号 猪名川町公立学校（園）学区規則の一部改正について ５ 

議案第９号 令和２年度使用教科用図書の採択について １０ 

協議 

平成３０年年度教育委員会点検・評価報告書について ４ 

猪名川町立中学校特定地域選択制実施要綱の制定について ５ 

猪名川町立幼稚園保育料徴収条例の一部改正について ５ 

猪名川町立幼稚園保育料徴収規則の一部改正について ５ 

猪名川町立学校給食センター管理運営規則の一部改正について ５ 

 

第５回 教育委員会定例会（８月定例会） 

番 号 案 件 該 当 
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議案第１０号 
令和元年度猪名川町一般会計補正予算（第２号）（教育委員会分）

について 
８ 

議案第１１号 平成３０年年度教育委員会点検・評価報告書について ４ 

 協議なし ― 

 

第６回 教育委員会定例会（９月定例会） 

番 号 案 件 該 当 

承認第 １号 
臨時に代理した事務の承認を求めることについて 

（猪名川町立幼稚園保育料徴収条例の一部改正） 
５ 

議案第１２号 猪名川町立幼稚園保育料徴収規則の一部改正について ５ 

議案第１３号 猪名川町立学校給食センター管理運営規則の一部改正について ５ 

議案第１４号 
平成３０年度猪名川町一般会計歳入歳出決算（教育委員会所管

分）について 
８ 

議案第１５号 平成３０年度猪名川町奨学金特別会計歳入歳出決算について ８ 

協議 

猪名川町立中学校再編計画（案）について １ 

史跡多田銀銅山遺跡整備基本計画（案）のパブリックコメント

について 
２ 

 

第７回 教育委員会定例会（１０月定例会） 

番 号 案 件 該 当 

議案第１６号 猪名川町立中学校再編計画の策定について １ 

協議 

学校設置等に関する条例の一部を改正する条例（案）について ５ 

猪名川町公立学校（園）学区規則の一部を改正する規則（案）

について 
５ 

令和元年度猪名川町立学校（園）教職員異動方針（案）につい

て 
２ 

令和元年度管理職異動基本方針（案）について ２ 

 

第８回 教育委員会定例会（１１月定例会） 

番 号 案 件 該 当 

議案第１７号 学校設置等に関する条例の一部改正について ５ 

議案第１８号 
猪名川町立小・中学校及び幼稚園空調設備整備工事（A 工区）

変更契約の締結について 
７ 
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議案第１９号 
猪名川町立小・中学校及び幼稚園空調設備整備工事（B 工区）

変更契約の締結について 
７ 

議案第２０号 動産購入に係る物品売買契約の締結について ７ 

議案第２１号 
令和２年度猪名川町立学校（園）教職員異動方針の決定につい

て 
２ 

議案第２２号 令和２年度猪名川町立学校管理職異動方針の決定について ２ 

議案第２３号 
令和元年度猪名川町一般会計補正予算書（第３号）（教育委員会

分）について 
８ 

協議 
猪名川町立中学校再編準備委員会設置要綱（案）の制定につい

て 
５ 

 

第９回 教育委員会定例会（１２月定例会） 

番 号 案 件 該 当 

議案第２４号 猪名川町公立学校（園）学区規則の一部改正について ５ 

議案第２５号 史跡多田銀銅山遺跡整備基本計画の策定について ２ 

協議 

猪名川町立小学校及び中学校管理運営規則の一部を改正する規

則（案）について 
５ 

猪名川町学校運営協議会設置規則（案）について ５ 

 

第１０回 教育委員会定例会（１月定例会） 

番 号 案 件 該 当 

議案第２６号 猪名川町立小学校及び中学校管理運営規則の一部改正について ５ 

議案第２７号 猪名川町学校運営協議会設置規則の制定について ５ 

協議 

猪名川町就学援助費及び特別支援教育就学奨励費支給事務要綱

の一部を改正する要綱（案）について 
５ 

令和２年度「猪名川の教育ナビゲーション」について ２ 

 

第１１回 教育委員会定例会（２月定例会） 

番 号 案 件 該 当 

議案第２８号 令和２年度猪名川町一般会計予算（教育委員会分）について ８ 

議案第２９号 令和２年度猪名川町奨学金特別会計予算について ８ 

議案第３０号 令和元年度猪名川町一般会計補正予算（第４号）（教育委員会分） ８ 
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について 

議案第３１号 
令和元年度猪名川町奨学金特別会計補正予算（第１号）につい

て 
８ 

 協議なし ― 

 

第１回 教育委員会臨時会（２月臨時会） 

番 号 案 件 該 当 

議案第３２号 
令和２年度猪名川町立学校県費負担教職員（管理職）の人事異

動内申について 
６ 

議案第３３号 

令和２年度猪名川町立学校県費負担教職員（管理職以外）、町費

負担教職員、教育委員会事務局職員の採用及び人事異動の教育

長への委任について 

６ 

協議 

猪名川町奨学金条例施行規則の一部を改正する規則（案）につ

いて 
５ 

教職員住宅管理要綱の一部を改正する要綱（案）について ５ 

猪名川町立学校給食センター管理運営規則の一部を改正する規

則（案）について 
５ 

猪名川町立学校職員服務規程の一部を改正する規程（案）につ

いて 
５ 

公立幼稚園運営方針（案）に係るパブリックコメントの実施に

ついて 
２ 

 

第１２回 教育委員会定例会（３月定例会） 

番 号 案 件 該 当 

議案第３４号 猪名川町奨学金条例施行規則の一部改正について ５ 

議案第３５号 猪名川町立学校給食センター管理運営規則の一部改正について ５ 

議案第３６号 
猪名川町教育委員会事務局組織及び事務分掌規則の一部改正に

ついて 
５ 

議案第３７号 猪名川町社会教育委員の委嘱について ９ 

議案第３８号 猪名川町文化財審議会委員の委嘱について ９ 

 協議なし ― 

 

イ 議事について  

条例や規則改正、各種委員の承認等、事務的な手続以外については、各委員から高い関心と
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問題意識を持った積極的な発言・提言がありました。  

また、情報提供等の活用により、スムーズに議事が進行されました。議案として取り扱う中、

説明や資料提示の方法等を含め、限られた期間の中密度の高い議事運営に努めました。 

 

②視察・学校訪問  

先進地の視察や、町内の小・中学校を訪問し、子どもたちの学びの様子や学校の運営方針、

施設、教育環境、授業等、様々な視点で、その学校の良さや抱えている課題などを把握するこ

とに努めました。  

 

〇先進地視察  

 日時 令和元年１１月７日（木）～８日（金） 

 場所 愛知県豊橋市教育委員会、手筒花火パーク、愛知県田原市教育委員会、愛知県豊橋市

立嵩山小学校 

 内容 視察、懇談等 

 観点 プログラミング学習、学校再編について 

 

〇小・中学校訪問 

学校園名 日時 内容 

猪名川小学校 １１月１４日（木）１０時００分～ 

授業参観、懇談等 

楊津小学校 ７月 ５日（金）１０時００分～ 

大島小学校 ６月１０日（月）１０時００分～ 

松尾台小学校 １１月２５日（月）１０時００分～ 

白金小学校 １１月１１日（月）１０時００分～ 

つつじが丘小学校 １０月１７日（木）１０時００分～ 

中谷中学校 ６月 ４日（火）１０時００分～ 

六瀬中学校 ６月１３日（木）１０時００分～ 

猪名川中学校 ６月１８日（火）１０時００分～ 

 

③各種町内行事、会議・研修会等への参加 

町内小・中学校及び幼稚園の入学式・卒業式に、教育長、各教育委員らが猪名川町教育委員

会を代表して出席しました。 

また、各種会議・研修会等に各委員が出席しました。会議等の主なものは次のとおりです。 

 
〇入学式・卒業式 
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４月 ９日（火） 小学校入学式 

４月１０日（水） 中学校入学式 

４月１２日（金） 幼稚園入園式 

３月１７日（火） 中学校卒業式 

３月１８日（水） 幼稚園卒園式 

３月１９日（木） 小学校卒業式 

 
〇各種会議・研修会 

５月１７日（金） 兵庫県市町村教育委員会連合会定時総会（加西市） 

５月２８日（金） 兵庫県女性教育委員の会総会・研修会（相生市） 

７月３１日（水） 阪神７市１町教育委員会連合会総会・研修会（芦屋市） 

１１月２２日（金） 阪神７市１町教育委員会連合会研修会（芦屋市） 

 
④広報活動 

定期的に行っている教育委員会会議をはじめ、教育委員会の活動についての情報は、教育委

員会の広報誌「教育の駅いながわ」により情報発信しました。今後もより一層住民の理解と協

力を得るため、広報誌やホームページ等、既存のメディアについてその活用方法を工夫する必

要があると考えています。 

 

⑤パブリックコメントの実施について 

広く住民の方からご意見を伺いながら教育行政を執行するために、パブリックコメントを実

施しました。令和元年度においては、以下のとおりです。 

 
案件名 意見募集期間 意見数 意見及び 

回答公表日 

史跡多田銀銅山遺跡整備基

本計画（案）のパブリックコ

メント 

令和元年１０月１日～ 

令和元年１０月３１日 
０ ― 

公立幼稚園の運営方針（案）

に係るパブリックコメント 

令和２年２月２５日～ 

令和２年３月２５日 
１５１ 令和２年６月１０日 

 

３ 「猪名川町教育振興基本計画」に基づく管理及び執行状況の評価  

本町では、教育基本法に基づく行政計画である「猪名川町教育基本計画」が平成３０年度に計

画終期を迎えたことから、新たに令和元年度（平成３１年度）から令和５年度（平成３５年度）
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までの５年間を計画期間とした「猪名川町教育振興基本計画」（以下、「本計画」という。）を策定

しました。 

本計画は、長期的展望に立って本町の教育が目指す方向や推進する施策を示したものであり、

実施計画に相当する「猪名川の教育ナビゲーション」により、年次毎の重点施策を焦点化して示

しています。 

「猪名川の教育ナビゲーション」で掲げた取り組むべき主な施策、推進方策に基づいて実施し

た事業及び取組について、各主管課及び教育委員会による内部評価を行い、今後の課題と方向を

示しています。  
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基本目標Ⅰ 「縦の接続・横の連携による質の高い学校教育の推進」 

 

 ①確かな学力を培う教育の推進―いなぼう学力アッププラン― 

取り組むべき主な施策 評価 Ａ 

≪事業目的・取組事項≫ 

ア 各種調査結果の分析と指導方法の工夫・改善  

イ 授業・保育のユニバーサルデザイン化  

ウ 情報教育の充実 

エ 兵庫型教科担任制や少人数授業など新学習システムの活用 

オ 学校図書館を活用した読書活動の推進 

カ 幼稚園・小学校・中学校の連携強化 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）各種調査等に基づく実態把握を踏まえ、児童生徒が基本的な学習内容を十分理解し

て、主体的、対話的で深い学びが実現できるよう、指導方法の工夫・改善を行う。 

イ）子どもたちが見通しをもって学習に取り組めるよう、授業（保育）の最初に、本時

の目標（めあて）及び授業（保育）の流れを提示し、視覚支援の観点から板書や表示物

を分かりやすくするなど、授業（保育）のユニバーサルデザイン化を図ることで、よ

り一層きめ細やかな指導を行う。 

ウ）各教科等の目標を達成するためにＩＣＴ機器を効果的に活用するとともに、情報教

育指導補助員よる学習指導の充実を図る。 

ウ）「プログラミング教育」の実施に向け、実践的な研修を実施する。 

エ）兵庫型教科担任制や少人数授業、同室複数指導などの新学習システムを活用し、個

に応じたきめ細かな学習指導を展開する。 

オ）司書教諭や学校図書館司書・支援員を中心に、学校図書館を活用し、知識を広げて

思考を深める学習活動や読書活動を充実させる。 

カ）学力向上・生徒指導・特別支援教育など、それぞれの観点による情報交換を計画的

に行い、連続した学びの確保につなげる。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 
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※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

評価指標 
計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

①授業の最後に学習内容を振

り返る活動をよく行っていた

と思う児童生徒の割合 

小学校：62.5％ 

中学校：55.8％ 
－ 

小学校：85.0％ 

中学校：80.0％ 

②自分たちで立てた課題に対

して自ら考え、自分から取り

組んでいたと思う児童生徒の

割合 

小学校：68.5％ 

中学校：68.0％ 

小学校：68.3％ 

中学校：73.4％ 

小学校：80.0％ 

中学校：80.0％ 

③学校図書館の年間1人当た

りの貸し出し冊数 

小学校：30.7 冊 

中学校： 9.5 冊 

小学校：33.7 冊 

中学校： 8.1 冊 

小学校：36 冊 

中学校：15冊 

≪実施状況≫ 

ア）全国学力・学習状況調査  ４月１８日(木) 全小学校６年生・全中学校３年生 

  猪名川町学習到達度調査  ４月１８日(木) 全小学校５年生・全中学校２年生 

 全国学力・学習状況調査を積極的に活用できるよう、兵庫県教育委員会より講師を招

へいし、調査結果の分析方法や、授業で活用するための研修を行った。 

 【令和元年度全国学力・学習状況調査結果】 

 ・小学６年生 

国語 算数 

町平均 

正答率 

県平均 

正答率 

全国平均 

正答率 

(公立) 

全国と

の差 

町平均 

正答率 

県平均 

正答率 

全国平均 

正答率 

(公立) 

全 国 と

の差 

57 62 63.8 -7 66 67 66.6 -1 

 

・中学３年生 

国語 数学 

町平均 

正答率 

県平均 

正答率 

全国平均 

正答率 

(公立) 

全国と

の差 

町平均 

正答率 

県平均 

正答率 

全国平均 

正答率 

(公立) 

全 国 と

の差 

74 73 72.8 1 62 62 59.8 2 
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英語 

町平均 

正答率 

県平均 

正答率 

全国平均 

正答率 

(公立) 

全国と

の差 

56 58 56.0 0 

 

イ）めあてやまとめ、１日あるいは１時間の流れを提示することで、どの子も安心して

授業(保育)に臨めるような環境づくりを、各校園で創意工夫できていた。 

 授業（保育）の準備や片づけがスムーズに進められるように、各教科ごとに入れられ

るファイルバックを活用したり、個々の持ち物が見てわかる整理しやすい環境をつく

る工夫をしてきた。 

暗黙のルールはつくらず、誰もがわかる学校生活や授業でのルールを明示化した。 

ウ）・学校ＩＣＴ関連研修 

   情報セキュリティ研修 

   プログラミング教育研修  小学校全教職員（猪名川小学校 ＰＣ室） 

  ・情報教育指導補助員派遣時間数：２９７時間 

   情報教育指導補助員は、児童生徒の情報活用能力の向上のために、主となって授

業を展開している。具体的には、小学校では基本操作、情報モラル教育等を行い、

中学校ではプログラミングに関する授業等を行っている。特に令和元年度は、小

学校でのプログラミング教育必修化に向けて、学級担任が主となって行う授業の

補助等を行った。 

  ・プログラミング教育本格実施に向けての共有データの作成 

   情報教育指導補助員と学校教育課指導主事により、プログラミング教育の年間指

導計画案および各学年の授業案を作成し、各校で閲覧できるようにした。 

エ）新学習システムの活用により、個別の学習状況の把握やその対応、多面的な理解に

基づく指導などを進めてきている。 

オ）学習センターとして、児童生徒等が、学校図書館を利用しやすい状況を作るととも

に、年を追うごとに読書活動が活発に行われるようになってきている。 

また、図書館教育担当者研修会を２回実施し、理解を深めた。 

 第１回（１１月９日）松尾台小学校にて、授業研究及び情報交流 １７名 

 第２回（２月６日）中谷中学校にて、児童文学作家による講話 １５名 

カ）・３中学校ブロックにおいて幼稚園・小学校・中学校の教職員による合同研修に取

り組むことができた。 

・オープン・ジュニアハイスクールや出前授業に積極的に取り組むことができた。 
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≪評価≫ 

・評価指標②については、小学校では計画策定時数値とほぼ同数、中学校では計画策定

時数値を５パーセント上回る結果となった。これは、教師主導の授業から、自ら考え、

課題を解決していくような授業へと転換していきつつある結果であると捉え、目標値

達成に向けて、今後とも継続・拡充に取り組んでいきたい。 

・各校の調査結果を分析することで、猪名川町として児童生徒の「考える力」「自分の

意見を表現する力」に課題が見られた。指導方法の工夫・改善に関する研修を、各校

の学力向上担当者が受講し、各校で伝達研修をすることで、町全体として「主体的・

対話的で深い学び」の実現に向けて取り組むことができている。 

・授業(保育)のユニバーサルデザイン化については、掲示物やＩＣＴ機器による視覚的

支援をはじめ、多くの学校園で意識の広がりが見られている。 

・情報教育指導補助員の派遣により、パソコンの操作を中心とする授業支援はもとよ

り、小学校においては、プログラミング教育が大きく充実した。情報教育指導補助員

と学校教育課指導主事とが学校に赴き、学級担任と事前に打ち合わせることで、学級

担任が主となってプログラミング教育の授業を実践することができた。 

・小学校における兵庫型教科担任制により、児童の多面的理解に基づく指導ができ、中

学校での教科担任制への円滑な移行につながっている。児童生徒の実態に合わせて少

人数授業、同室複数指導を行うことで学習のつまずきへの対応ができ、学習意欲の向

上につながっている。 

・評価指標③については、計画策定時数値より小学校で9.8％増加、中学校では14.7パ

ーセント減少している。中学校の減少は、３月が臨時休業となったことによる影響も

あり、ほぼ横ばいと言える。全国的に子どもの読書離れが進む中、学校図書館司書ま

たは学校図書館支援員の全小・中学校への配置に伴い、児童生徒の興味・関心を引く

様々な工夫がなされ、学校図書館を利用する児童生徒数が増加し、読書活動が活性化

している。 

・各中学校ブロック単位で、こども理解、不登校や特別支援教育等に係る連携を強化す

ることができた。 

≪今後の課題と対応方向≫ 

・今後は、学校ごとの具体的な改善方策を基に、全教員が授業改善に取り組む必要があ

る。 

・今後、タブレットＰＣの１人１台導入を見据えて、全員の意見を全体で共有できるよ

うな「一斉学習」、児童生徒一人ひとりの課題に応じて対応できるような「個別学習」、

グループで問題を解決し、それを全体に表出できるような「協働学習」を実践するに

あたってのＩＣＴ機器の活用について、教員が研修会等で学ぶ必要がある。 
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・プログラミング教育を各教科等で実施していくためには、学級担任が実践することが

不可欠である。そのためには、まずは教員がプログラミング教育についてさらに知り、

体験できるような研修会を実施する必要がある。 

  また、各校で作成しているプログラミング教育年間計画を、学校の実態に応じながら

整理することも必要である。 

  さらに、各校でのプログラミング教育の授業実践を共有することで、連携しながら実

践を深められると考える。 
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②豊かな心と志を育む教育の推進 

取り組むべき主な施策 評価 B 

≪事業目的・取組事項≫ 

ア 道徳教育の充実 

イ 体験活動の充実 

ウ キャリア教育の推進 

エ 生徒指導の充実 

オ 学級活動、学校行事の充実 

カ 部活動の充実 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）学習指導要領の趣旨・ねらいを踏まえ、道徳教育推進教員を中心に、道徳科を要

として、教育活動全体を通して、道徳的実践意欲・態度を育てるために、全教職員

が協力して推進する。 

イ）兵庫型「体験教育」及びスキー教室（中学１年生対象）等の体験活動を通して自

尊感情を育み、自他の生命尊重、他者への思いやりの心や態度を育成する。 

ウ）児童生徒が、社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる資質・能力（人間関

係形成・社会形成能力、自己理解・自己管理能力、課題対応能力、キャリアプラン

ニング能力）を身に付けていくことができるよう、特別活動を要としつつ各教科等

の特質に応じて、キャリア教育の充実を図る。 

エ）学校・園の生徒指導方針に基づき、いじめ、不登校、問題行動などの解消に向

け、組織的に対応するとともに、家庭・地域・関係機関との連携を強化する。 

オ）子ども一人一人について理解を深めるとともに、自他の違いを互いに認め合いな

がら、教職員と子ども及び相互の人間的な触れ合いを基盤とした学級経営を行い、

学級が安心できる居場所となるよう取り組む。 

カ）中学校教育において、学校教育活動の一環として果たしてきた部活動の意義や役割

を踏まえ、「猪名川町立中学校における部活動ガイドライン」に基づいて、生徒のバ

ランスのとれた生活や成長に配慮する。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 

評価指標 
計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

①人の役に立つ人間になりた

いと思う児童生徒の割合 

小学校：93.4％ 

中学校：92.4％ 

小学校：95.8％ 

中学校：93.3％ 

小学校：98.0％ 

中学校：95.0％ 

②将来の夢や目標を持ってい

る児童生徒の割合 

小学校：86.3％ 

中学校：74.7％ 

小学校：87.1％ 

中学校：72.7％ 

小学校：90.0％ 

中学校：80.0％ 
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※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

≪実施状況≫ 

ア）教育活動全体を通した道徳教育、また、道徳科としての授業のあり方の研究等につ

いて道徳教育推進教師を中心に取り組み、児童生徒の道徳性の涵養（別の表現で）

に努めた。 

  県の事業「道徳の授業スキルアップ支援プログラム」の活用により、町教育支援セ

ンター公開講座として研修会を行った。 

イ）・環境体験事業実施校：全小学校 

  〔主な活動場所〕学校里山林、校区の身近な自然、有馬富士公園 等 

 

・自然学校推進事業実施校：全小学校 

〔主な活動場所〕丹波少年自然の家：猪名川小、楊津小、大島小、白金小 

民宿（鉢伏ハチ高原）：松尾台小、つつじが丘小 

〔プ ログラム〕自然観察、野外炊事、クラフト、キャンプファイヤー等 

 

・トライやる・ウィーク推進事業 全中学校２年生 ５日間 

   ５月１３日（月）～５月１７日（金） 中谷中学校・六瀬中学校 

   ５月２０日（月）～５月２４日（金） 猪名川中学校 

   ※のべ活動事業所数１０１事業所、１日平均ボランティア１３１名 

  ・スキー教室 全中学校１年生 ２泊３日  

   １月２０日（月）～１月２２日（水） 中谷中学校 

１月２２日（水）～１月２４日（金） 六瀬中学校 

１月２８日（火）～１月３０日（木） 猪名川中学校 

ウ）・児童生徒が自己理解を深めるため、行事ごとに自分自身を振り返り、社会的・職

業的自立に向けて考えることができるよう、キャリアノートの積み上げに取り組ん

だ。 

  ・「プロから学ぶ創造力育成事業」により、兵庫ゆかりの講師を招へいして、職業や

自己の生き方について学ぶことができた（猪名川中学校３年生）。 

エ）・学校からの要請に応じて全小・中学校にスクールソーシャルワーカーを派遣し、

児童生徒が抱える様々な問題に対応した。 

・生徒指導担当者会を年間８回開催し、生徒指導の状況について情報交換するとと

もに、校種を越えて生徒指導上の課題について協議した。 

オ）日常的な交流による児童生徒との信頼関係の構築と、教育相談などを通しての適切

な支援に努めた。中学校においては、年２回の教育・心理検査を活用し、学級の現状
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を分析し、その後の学級経営に生かした。 

カ）生徒のバランスのとれた生活や成長のために「ノー部活デー」の実施と朝練習を廃

止。土曜日又は日曜日及び、長期休業中の１週間程度を休日に設定。部活動指導員

の配置。 

≪評価≫ 

・評価指標①については、小学校では２．４パーセント、中学校では０．９パーセント、

計画策定時数値を上回っており、順調な伸びを見せている。道徳が教科化することに

よる教員の意識向上、研修等による指導力向上が要因と考えられる。今後も、道徳科

の授業について研鑽を積み、授業の質的向上を目指したい。 

・評価指標②については、中学校では計画策定時数値を２．０パーセント下回る結果と

なった。自身の「将来」に「夢や目標」を抱けるかについては、学校教育の与える影

響のみならず、児童生徒の価値観や取り巻く生活環境、社会経済情勢など複数要因が

考えられる。数値低下の要因にかかる分析研究に取り組みつつ、今後も、講師先生の

招聘をはじめ、生徒が直接様々な職業にふれるような体験活動に取り組んでいきた

い。 

・環境体験事業 

平成２１年度より全小学校で実施され、学校里山の活用等を通じて、本町の自然環

境を生かした環境学習を課題解決的・体験的に実践できた。 

・自然学校推進事業 

様々な体験活動により、児童生徒の自主性や協調性が育っている。また、自然や人と

の触れ合い体験を通じて思いやりや優しさの気持ちを育むことができた。 

・トライやる・ウィーク推進事業 

  様々な体験活動を通して、社会の仕組みを知る中で、自主性が育ち、将来に繋がる活

動になった。また、保護者や地域の方々に感謝する気持ちにもつながった。また地域

の方が中学生とかかわっていたただいたことで、中学生への理解も深まった。 

・プロの職業の講話を聴くことは、今まさに進路やこれからの自分に悩んでいる中学３

年生の生徒にとって、心に響くものとなった。 

・学校からのスクールソーシャルワーカー派遣の要請が増加し、関係機関との連携がよ

り円滑になり、解決に向かうケースが増えた。関係機関や学校相互の情報共有・連携

により、問題行動は少なく、落ち着いた状態が維持できている。 

・児童生徒理解と、相互の人間的な触れ合いを基盤とした学級経営について、教員の理

解が深まりつつある。 

・「猪名川町立中学校における部活動ガイドライン」に基づいて実施することができた。

部活動指導員の導入によって部活動の充実につなげることができ、教職員の負担軽減
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にもつながっている。 

≪今後の課題と対応方向≫ 

・引き続き、道徳科の授業における教員の指導力向上のため、校内推進体制の整備、充

実を進めていく必要がある。 

・環境体験学習についての教職員の専門的知識を高めるとともに、施設専門員や学校

支援ボランティアの協力が必要である。 

・自然学校活動を充実させるために、質の高い指導補助員及び安全のために救急員の確

保が必要である。配慮を要する子どもの安全確保のため、予算内での指導補助員の増

員が学校の課題になっている。 

・トライやる・ウィーク推進事業 

  生徒数は減少しているが、事業所の確保が難しい状況になってきている。南北に広い

猪名川町は移動時間も必要とし、移動手段の確保も難しい状況のため、生徒に負担が

かからないよう新規の事業所も継続して開拓していく必要がある。 

・積み上げた「キャリア・ノート」を、進級・進学時に引き継ぐなど、児童生徒一人一

人を継続的にみていく取組を進める必要がある。 

・小・中学校ともに不登校が大幅に増加し、不登校発生率は全国の平均を上回っており、

教職員の不登校についての理解や未然防止の取組が必要である。また、適応指導教室

「ＳＴＥＰいながわ」と学校との連携を強化し、学校復帰のための積極的な支援を行

う必要がある。 

・いじめの早期発見・早期解決のため、より積極的にいじめ認知を行う必要がある。 

・小学校においても、学級の現状を客観的に分析する手法を導入する必要がある。 

・生徒数の減少から、部活動数が減少になり活動場所の選択が難しい状況になってきて

いる。部活動の意義を考え、学校再編を見据えながら整理をしていく必要がある。部

活動指導員は継続していきたい。 
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③健やかな体を培う教育の推進 

取り組むべき主な施策 評価 B 

≪事業目的・取組事項≫ 

ア 学校体育・運動遊びの充実 

イ 健康教育の推進 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）・猪名川町小・中学校体力テスト（小学４～６年生、中学１～３年生）を実施する

とともに、児童生徒の体力・運動能力の現状と課題を把握し改善に取り組む。 

・各小学校・園に体力アップインストラクターを派遣し、子どもの体力向上を目指

し「いなぼうアタック」に取り組む。 

イ）・平成２２年度から３０年度までに実施した小児生活習慣・食生活アンケートの結

果分析に基づく生活改善ポイント等を示し、子どもの健康保持増進を家庭と協力

して図る。 

・命の大切さを実感する教育に取り組む。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 

※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

評価指標 
計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

①体力テストにおける町立小

学校4年生の持久力（20ｍシャ

トルラン）の平均値 

男子：44.4 回 

女子：30.7 回 

男子：44.8 回 

女子：32.2 回 

男子：50.0 回

女子：35.0 回 

②朝食を毎日食べている児童

生徒の割合 

小学校：98.1％ 

中学校：95.4％ 

小学校：96.6％ 

中学校：94.3％ 

小学校：99.0％ 

中学校：99.0％ 

≪実施状況≫ 

 ア）・児童生徒の体力テスト(全８項目) 

【小学校】 

おおむね全国平均を

上回っている種目 
上体起こし(筋力) 

おおむね全国平均 

並みの種目 

５０ｍ走(走力) 

立ち幅跳び(跳躍力) 

長座体前屈(柔軟性) 

課題が残る種目 
２０ｍシャトルラン(持久力) 

握力(筋力) 
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ソフトボール投げ(投力) 

反復横跳び(敏捷性) 

【中学校】 

おおむね全国平均を

上回っている種目 
持久走(持久力) 

おおむね全国平均 

並みの種目 

５０ｍ走(走力) 

反復横跳び(敏捷性) 

上体起こし(筋力) 

立ち幅跳び(跳躍力) 

課題が残る種目 

握力(筋力) 

長座体前屈(柔軟性) 

ハンドボール投げ(投力) 

 

  ・各小学校・幼稚園にて、「体力アップインストラクター」の指導のもと、様々な体

の動きにつながる体幹を鍛える運動に取り組んだ。実施後、体育の授業や休み時間

に、「いなぼうアタック」を活用する学校が見られた。３学期以降は、運動のバリ

エーションを増やし、さらに活動を推進した。 

 イ）・平成２２年度から３０年度までに実施した小児生活習慣・食生活アンケートの結

果分析に基づく生活改善ポイント等を示したリーフレットを作成した。 

  ・町内全小・中学校において講師を招へいして「命の授業」を実施した。 

≪評価≫ 

 ・評価指標①については、男女ともに計画策定時数値を上回る結果となった。体力向上

に向けた小学校への支援対策として、計測時のポイントに係る説明会の開催と実施時

のサポートに入ったことで、一定の成果が見られたものと考えられる。目標値達成に

向けて、今後とも様々な方策に取り組んでいきたい。 

・評価指標②については、小学校で１．５パーセント、中学校では１．１パーセント、

計画策定時数値を下回る結果となった。微減のため、確かな要因をさらに検証する必

要はあるが、両親ともに就労している家庭をはじめ、家庭環境の多様化も要因のひと

つとして考えられる。今後とも、朝食の定常的な摂取が心身の成長に有用であること

を、児童生徒及び保護者に対して引き続き周知啓発していきたい。 

・これまでの３年間の取組を通して、各校園に「いなぼうアタック」が浸透してきた。 

・家庭への啓発、学校における指導の時期を合わせることにより、児童生徒はもとより

保護者の健康保持増進への意識が高まった。 

・弁護士によるいじめ予防の講演、「赤ちゃん先生」による命の温かみを感じさせる取
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り組み等、各校において様々な角度から命の大切さを感じることのできる「命の授業」

ができた。 

≪今後の課題と対応方向≫ 

 ・体力テストについては、計測のポイントなどをまとめ、文書にして各校に周知を図る。

また、動画で共有することにより、視覚的に記録として残ると同時に、いつでもポイ

ントを確認することができるため、そのような取り組みも進めたい。 

 ・「いなぼうアタック」については、今年度に引き続き、事業実施後に各校園内で活用

されるよう、取組・普及に努める。 
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④いじめ・不登校の対応 

取り組むべき主な施策 評価 B 

≪事業目的・取組事項≫ 

ア いじめ問題への対応 

イ 不登校の予防と支援の充実 

ウ 教育相談体制の充実 

エ 豊かな人間性を育む集団づくり 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）「いじめ対応チーム」を中心に、国・県・町及び各校の「学校いじめ防止基本方針」

に基づいて、「いじめを絶対に許さない」体制を確立する。また、いじめの積極的認

知に努めるとともに、ネット上のいじめから児童生徒を守る取組を推進する。 

イ）教育支援センター、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーと連携し

ながら、わかる授業づくりや居場所づくり、仲間との適切な関わり方など、不登校を

防ぐための取組を学校教育全体で行う。 

保護者との共通理解の下、個々に適切な対応に努め、適応指導教室『ＳＴＥＰいなが

わ』をはじめとする関係機関との連携を密にし、その状況の改善を図る。 

ウ）子どもの日常生活における変化に気を配り、悩みや不安を受け止める教育相談体制

を充実させるとともに、関係機関との連携を強化する。 

悩みや課題等を抱える子どもや保護者への対応に当たっては、教育支援センターのカ

ウンセラーやスクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーへつなぐなど、

適切に対応する。 

エ）中学校においては、いじめ、不登校、問題行動などに適切に対応するため、日常的

な生徒との信頼関係の構築を基礎としつつ、年２回の教育・心理検査も活用して、学

級の現状を分析する。また、分析結果をもとに校内において研修を深めるとともに、

生徒との教育相談などを通して適切な支援に努める。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 

評価指標 
計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

①いじめは、どんな理由があ

ってもいけないことだと思う

児童生徒の割合 

小学校：94.2％ 

中学校：95.7％ 

小学校：97.5％ 

中学校：95.2％ 

小学校：100.0％ 

中学校：100.0％ 

②不登校児童生徒の出現率

（1000人当たり） 

小学校：0.68％ 

中学校：3.86％ 

小学校：0.87％ 

中学校：5.20％ 

小学校：0.3％ 

中学校：2.5％ 



26 
 

※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

≪実施状況≫ 

ア）「いじめ防止対策推進法」に基づき、全小・中学校が各校独自の「学校いじめ防止基

本方針」の点検・見直しを行うとともに、「いじめ対応チーム」による組織的な対応

を徹底した。 

イ）適応指導教室「ＳＴＥＰいながわ」において、不登校児童生徒に対して集団への適

応と自立を促し、学力補充や体験活動を行うなどして、学校復帰を支援した。 

教育支援センター研修講座として教員向けに不登校をテーマとした講演会を実施し、

不登校児童生徒への理解啓発を行った。また、不登校対策協議会において、不登校未

然防止についての研修及び情報交換を行った。 

臨床心理士を全小・中学校に配置し、児童生徒、教職員、保護者のカウンセリングを

行うとともに、教職員対象の研修や児童生徒、保護者対象の研修会も実施した。 

年間６回、スクールソーシャルワーカー連絡会を開催し（うち３回はこども課とも情

報交換）、スーパーバイザーによる活動の検証を行った。 

ウ）教育相談事業として、臨床心理士３名による週４日の面接相談と、職員による平日

の電話相談を実施。相談件数は５９２件（面接５８０件、電話１２件）。 

【令和元年度不登校発生率】  

小学校 ０．８７％（前年度比 ０.１６ポイント増） 

中学校 ５．２０％（前年度比 ０.４５ポイント増） 

エ）中学校において、年２回の教育・心理検査を実施し、分析結果をもとに校内におい

て研修を実施した。また、小学校、中学校ともに教育相談やアンケート、個人ノート

などを通して児童生徒理解に努め、校内で情報を共有しながら適切な支援に努めた。 

≪評価≫ 

・評価指標①については、計画策定時数値を小学生で３．３ポイント上回り、順調な伸

びを見せている。また、中学生横ばいであるが、９５．２パーセントと高水準を維持

している。これは、各校の「いじめ対応チーム」を中心に、いじめの積極的認知と早

期対応等、いじめ予防の取り組みの成果と考えている。目標値達成に向けて、教科化

かされた道徳教育や、町独自の事業である「命の授業」の充実に取り組んでいきたい。 

・評価指標②については、計画策定時数値を小学生で０．１９ポイント、中学生で１．

３４ポイント下回る結果となった。スクールカウンセラーやスクールソーシャルワー

カーの積極的活用、不登校理解のための研修、教育心理検査による生徒理解の取り組

み等、様々な対策を講じているが、不登校の増加傾向が続いている。この傾向は、本

町だけでなく全国的な傾向で、スマートフォンの普及などによるゲーム依存傾向の児

童生徒の増加等が要因と考えられる。令和元年度より、中谷中学校に不登校支援員を
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配置するなど、目標値達成に向けてさらなる対策を講じている。今後も、教育支援セ

ンターの指導員の学校派遣等、不登校児童生徒を支援する取り組みを拡充していきた

い。 

・学校がスクールソーシャルワーカーを積極的に活用するようになったため、関係機関

との連携がよりスムーズになり、困難な事例の早期発見、早期解決につながっている。 

・関係機関や学校相互の情報共有・連携によって、問題行動は少ない状態が維持できて

いる。 

≪今後の課題と対応方向≫ 

・不登校の発生率が年々上昇する傾向にあり、早急な対策が必要である。教育支援セン

ター、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、医療機関をはじめとす

る専門機関との連携のさらなる充実を図るとともに、不登校の未然防止のため、教職

員の研究をさらに推進する。 

・ＳＮＳ等による児童生徒の心情を傷つける行為が続いているので、継続して「ネット

教育啓発事業」の推進を図る必要がある。 
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⑤特別支援教育の充実 

取り組むべき主な施策 評価 Ａ 

≪事業目的・取組事項≫ 

ア インクルーシブ教育システムの構築の推進 

イ 専門性の向上と指導・支援の充実 

ウ 機能的な校内支援体制の整備 

エ 円滑な移行支援 

オ 保護者や関係機関との連携 

カ 特別支援教育の理解・啓発の推進 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）インクルーシブ教育システム構築の理念に基づき、障がいのある子どもが十分な教

育を受けられるよう、一人一人の障がいの状態や教育的ニーズなどに応じた指導・支

援を本人・保護者と合意形成を図った上で、合理的配慮を提供する。 

イ）障がいの状態や発達段階、特性などを的確に把握し、個々の課題に応じた指導目標・

内容・方法などを明確にし、保護者との共通理解の下、個別の教育支援計画及び個別

の指導計画を作成し、指導内容の充実に努める。そのために、特別支援教育に関する

研修に積極的に参加し、専門性を向上する。 

ウ）校（園）内教育支援委員会を設置し、町教育支援委員会や医療・福祉関係機関等と

連携を図り、障がいの状態や変化などに応じた教育支援を継続的に行う。 

エ）医療・教育・保健・福祉・労働等の関係機関との連携を強化するためのネットワー

クを活用しつつ、長期的な視点に立った個別の教育支援計画を保護者とともに作成

し、進級や進学に当たって効果的な引継ぎを行う。 

オ）学校・園見学や体験入学などの機会を積極的に設け、保護者への情報提供をするな

ど、保護者との連携に努める。 

カ）川西養護学校教育相談担当者と教育委員会委嘱の相談員による巡回相談を実施し、

各学校・園において教員・保護者等に指導内容や方法に関する指導や助言を行う。 

カ）特別支援教育の情報発信の手段として、学校・園だよりなどを発行し、学校・園の

ホームページなどを活用するなど、保護者や地域に特別支援教育への理解を促す広報

活動に努める。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 
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※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

評価指標 
計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

①配慮を要する児童生徒の中

で個別の教育支援計画を作成

されている児童生徒の割合 

小学校：79.8％ 

中学校：90.0％ 

小学校：100％ 

中学校：100％ 

小学校：95.0％ 

中学校：95.0％ 

②個別の支援の方法を校内特

別支援教育委員会で協議され

ている児童生徒の割合（通常

の学級に在籍している発達障

がいの可能性のある児童生徒

の割合は6.5％と言われてい

る） 

小学校：8.2％ 

中学校：8.8％ 

小学校：13.1％ 

中学校：8.4％ 

小学校：8.4％ 

中学校：9.0％ 

≪実施状況≫ 

ア）保護者、関係機関との連携を丁寧に行い、合理的配慮の提供を実施している。個別

の教育支援計画にも記入し、幼小中高の連携がスムーズ行えるようにしている。 

イ）教職員の専門性の向上及びインクルーシブ教育システム構築に向けた新たな課題に

対応できる指導力の向上を図るため、特別支援教育コーディネーター、学校生活支援

教員、特別支援学級担任、特別支援教育支援員、スクールアシスタント等にむけた研

修を年３回程度開催。 

また町教育委員会主催の自主研修や県特別支援教育課主催の研修にも積極的に参加

している。 

  ・令和元年度兵庫教育大学発達障害支援実践コース大学院生（現職教員）の実習。実

習校は中谷中学校。 

  ・特別支援教育支援員の配置数は、幼稚園４園８名、小学校４校１５名、中学校２校

６名配置。 

  【研修・公開講座・交流会等】 

   〇特別支援学級担任、特別支援担当者、特別支援教育コーディネーター、特別支援

教育支援員等研修会 

   第１回 特別支援教育に関する研修 

   第２回 第２５回特別支援教育公開講座 

講 演：「愛着障がいの理解と愛着障がいをかかえる子どもの支援②」  

講 師：和歌山大学教育学部心理学科  教授 米澤 好史 氏 
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   第３回 第２６回特別支援教育公開講座 

             講 演：「発達障害のある幼児児童生徒の感覚運動アプローチ」  

～感覚統合の視点から～ 

講 師：大阪リハビリテーション 作業療法士 丸田 千津 氏 

     第４回 特別支援教育に関する研修と交流 

       中学校卒業後の進路を見据えて 

   第５回 特別支援教育に関する自主研修 

       講 演：「自尊感情を育む支援のあり方～発達特性の支援のあり方と工夫

～」 

       講 師：尼崎総合医療センター 小児科医長 石原 剛広 氏 

   〇学校生活支援教育研修 

   第１回 学校生活支援教員研修 中谷中学校 

   第２回 学校生活支援教員研修と引継ぎ 

   〇カレー交流会 町社会福祉会館 参加者 ９９名 

   〇おいも交流会 町社会福祉会館 参加者 １００名 

ウ）定期的に各校園で校(園)内支援委員会を開催。保護者と作成した個別の教育支援計

画を活用し、スムーズな教育支援、引継ぎを行っている。 

教育支援委員会は、医師、臨床心理士、大学教員、福祉施設職員、特別支援学校及び

小・中学校教職員、幼稚園職員、保健センター職員で構成され、就学時における対象

者は４０名であった。 

エ）特別支援学級、通級、支援の必要な幼児児童生徒には個別の教育支援計画と指導計

画を保護者、関係機関と連携しながら作成している。 

オ）就学に係る児童生徒を中心に５月～７月にかけて学校見学を実施。保護者の気持ち

に寄り添うことで、スムーズな就学指導につながる。 

カ）川西養護学校、町の巡回相談員の需要は高く、各学校園１学期・３学期に１回、２

学期に２回の希望はすべて実施されている。適切なアドバイスや支援方法を聞くこと

ができる。保護者の参加も多い。 

カ）年度初めには町教育委員会からリーフレットを学校園、保護者に配布。学校園から

もホームページ、通信等を通じて啓発。特別支援教育にかかわる公開講座、講演、研

修等についても広報活動をしている。 

≪評価≫ 

・評価指標①については、令和元年度において目標値を達成した。これは、将来を見据

えた引継ぎの充実と児童生徒への細やかな支援を行っていくといった取り組みの実

践が要因と考えており、今後とも継続・拡充に取り組んでいきたい。 
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・評価指標②については、計画策定時数値を小学校は４．９パーセント上回り、中学校

では０．４パーセント下回る結果となった。これは、教職員が児童生徒の実態把握を

丁寧にとらえることができたのが要因と考える。中学校が下回ってきているのは小学

校での丁寧な実態把握ができ中学校への引継ぎと丁寧な対応が継続している結果、良

い方向としての数値になっている。今後も早期発見と支援が行えるなど、目標値達成

に向けた各種事業に取り組んでいきたい。 

・インクルーシブ教育システム構築の理念に基づき、障がいのある子どもの理解がさら

に深まり、教職員の専門性の向上も高まってきている。 

・様々な研修・公開講座等の開催が地域にも町外にも広がり、特別支援教育が充実して

きている。 

・兵庫教育大学との連携、巡回相談への希望は年々増えている。保護者、学校園の学び

や気づきも多く、子どもたちへの適切な支援やかかわりができるようになってきてい

る。 

・特別な支援を必要としている子どもたちは増加傾向にあるが、家庭、医療、教育・保

健、福祉、労働等との関係機関との連携し、共通認識を持って早期支援に努めている。 

・早期から支えつなぐ相談・支援体制づくりのために、サポートファイルと個別の教育

支援計画等の作成を保護者と早期に確認を行った。これにより、就園、就学にむけた、

教育支援委員会をスムーズにスタートできるよう家庭と学校との丁寧な準備ができ

た。 

≪今後の課題と対応方向≫ 

・本人、保護者を中心に、就学前から卒業後へとつないでいく縦連携と、教育だけでな

く、福祉、医療、労働等の関係機関や地域住民とつながっていく横連携を推進し、共

生社会の実現に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育のさ

らなる充実を図る。 

・「中学校から高等学校への支援継続のための引継ぎガイドライン」等を活用した、計

画的かつ合理的な引継ぎを積極的に実施していくために、保護者にも理解を深めてい

く。 

・新学習指導要領に示された授業改善を実施するために、すべての教職員が、すべての

児童生徒が理解しやすいように配慮したユニバーサルな授業内容、方法のさらなる充

実を図る。 
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⑥幼児教育の充実 

取り組むべき主な施策 評価 Ａ 

≪事業目的・取組事項≫ 

ア 幼稚園教育において「育みたい資質・能力」を伸ばすための保育の充実 

イ 小学校教育との円滑な接続 

ウ 幼稚園を活用した子育て支援の充実 

エ 公私・幼保連携の推進 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）幼児理解を深め、幼児の特性や発達課題を把握し、一人一人の良さや可能性を引

き出す指導の工夫・改善を行い、発達に必要な環境を構成し、適切な援助を行う。 

イ）幼児と児童の交流や教職員の連絡会などを通して、新幼稚園教育要領にある「幼

児期の終わりまでに育ってほしい姿」を幼・小の教職員で共有し、幼稚園から小学

校への円滑な接続を組織的に行う。 

ウ）幼児期の教育相談、情報提供、保護者同士の交流の機会の提供など、地域の実情

に応じて子育て支援活動（いなぼう広場）を実施し、「親と子の育ちの場」としての

幼稚園の役割や機能の充実を図る。 

エ）町内の保育園・認定こども園・幼稚園の交流活動や合同研修会の開催により、教育・

保育内容の交流と充実を図る。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 

※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

評価指標 
計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

①幼児の発達に応じた活動を

工夫していると感じている保

護者の割合 

86.6％ 88.2％ 90.0％ 

②子育て支援活動（いなぼう

広場）に参加した未就園児の

割合（1～3歳） 

21.5％ 19.5％ 25.0％ 

≪実施状況≫ 

ア）育成すべき資質・能力を三つの柱「個別の知識・技能」「思考力・判断力・表現力

等」「学びに向かう力・人間性」を念頭に置き、保育を構成し、個々や集団の育ちを

丁寧に読み取り、特別支援教育の視点を大切にしながら適切に支援を行っていった。 

幼稚園教育の質の向上を図るため４園の教職員が協同して研究保育や研究協議、研修
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を実施した。 

研究推進部会               ８回 

特別支援教育コーディネーター部会     ４回 

全体研修会・猪名川町立幼稚園教育研究会  １回 

イ）保育所や小学校と連携して、子ども同士の交流活動を行うことで、幼児・児童相互

の育ちを教師間で共有する場を持つことができた。 

ウ）定期的にいなぼう広場（子育て支援活動）を開催したり、園庭開放したことで、保

護者同士の横のつながりを築ける場づくりや地域の子育て支援センター的役割がで

きた。また、地域の未就園児とその保護者に幼稚園を知っていただく活動の場になっ

た。 

猪名川幼稚園      ７回 のべ ２８３名 

松尾台幼稚園    １０回 のべ １９４名 

六瀬幼稚園     １８回 のべ ３６４名 

   つつじが丘幼稚園   ９回 のべ ２１７名 

エ）町立保育園と幼稚園の５歳児が一同に会し、交流する場を設けたり、研修会を行

う際は、町内各就学前施設に案内することで交流の充実を図った。 

≪評価≫ 

 ・評価指標①については、計画策定時数値を１．６パーセント上回り、順調な伸びを見

せている。これは、保育の様子を通信やＨＰなどで多く発信し、「保育の可視化」に

取り組んだ結果だと考える。目標値達成に向けて、今後とも継続・拡充に取り組んで

いきたい。 

・評価指標②については、計画策定時数値を２パーセント下回る結果となった。これは、

３歳児保育料無償化が導入され、私立幼稚園への入園者数が増加したことで、地域の

幼稚園へ足を向ける方が減ったことが要因と考える。今後は、子育て支援相談などを

積極的に行うなど、目標値達成に向けた子育て支援事業に取り組んでいきたい。 

・特別支援教育コーディネーターを中心とした関係機関との積極的な連携を図り、個々

に合った支援方法を工夫し、全職員が共通理解の下で支援を行うことができた。 

・保育所や小学校と連携して、子ども同士の交流活動を行うことで、幼児は小学生への

あこがれを抱いたり、小学生は自分の成長を実感したり、思いやりを持つなど、効果

のある取り組みができた。 

・定期的にいなぼう広場（子育て支援活動）を開催したり、園庭開放をしたことで、地

域の居場所づくりとしての子育て支援ができた。また、地域の未就園児とその保護者

に幼稚園を知っていただく活動の場になったが、３歳児から保育料無償化になり、利

用者は減少した。 
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・公立幼稚園の取組や研修会の案内は出来たが、双方向の交流が十分ではなかった。 

≪今後の課題と対応方向≫ 

・３歳児からの保育の無償化が始まり、町立幼稚園のあり方が見直される中、町立幼

稚園が担うべき役割を明確にするとともに、地域における幼児教育のセンター的役

割を果たしていけるよう、さらに保育研究を進めていく。 
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⑦人権尊重の生き方の基礎を培う教育の推進 

取り組むべき主な施策 評価 Ａ 

≪事業目的・取組事項≫ 

ア 人権教育の推進体制の充実 

イ 同和問題をはじめとする様々な人権課題に対応した教育の充実 

ウ 人権教育の指導内容・指導方法の工夫・改善 

エ 児童虐待から子どもを守る学校づくりの推進 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）人権に関わる課題の解決に向け、関係機関との連携を含め、総合的に取り組むため

の推進体制を整備するとともに、人権課題に関する情報と課題の共有を積極的に図

り、課題解決に努める。 

イ）同和問題をはじめとする様々な人権課題に関する学習を通して、差別や偏見の誤り

に気付かせるとともに、差別を見抜く力を養い、それらを自らの課題として差別解消

に向けて行動する実践力を培う。 

イ）性的マイノリティの人権など、今日的な課題について、積極的に取り上げることが

できるよう、教育内容の工夫や研究を進める。 

ウ）教職員自らの人権感覚を高め、いじめやインターネットによる人権侵害など、新た

な今日的な人権課題の解決に向けた効果的な指導方法の工夫や改善に取り組む。 

エ）児童虐待など、子どもの家庭環境等に大きく起因する要支援事案については、学校・

園だけが抱え込むことなく、町生活部こども課やスクールソーシャルワーカー等との

連携を強化し、町要保護児童対策地域協議会による個別ケース検討会議の開催を要請

するなど、適切な対応を図る。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 
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※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

評価指標 
計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

① 友達と話し合うとき、友

達の考えを受け止めて、

自分の考えを持つことが

できていると思う児童生

徒の割合（計画策定時設

問） 

学級の友達との間で話し

合う活動を通じて自分の

考えを深めたり、広げた

りすることができている

と思いますか。（令和元

年度設問） 

小学校：86.6％ 

中学校：89.0％ 

小学校：63.8％ 

中学校：76.1％ 

小学校：95.0％ 

中学校：95.0％ 

②先生が自分の良いところを

認めてくれていると思う児童

生徒の割合 

小学校：75.9％ 

中学校：74.4％ 

小学校：78.2％ 

中学校：78.3％ 

小学校：90.0％ 

中学校：90.0％ 

≪実施状況≫ 

ア）町教育支援センター、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、専門

機関等との連携を図ることで、情報の共有や課題の解決に向けた推進体制の整備に取

り組んだ。 

イ）各小・中学校の実態に応じて作成した年間計画をもとに同和問題をはじめとする

様々な人権課題に関する学習を行った。知識だけではなく、差別解消に向けた行動が

できる実践力を培うため、教育活動全体を通して児童生徒の人権意識を高める取り組

みを行った。 

ウ）各校の人権教育担当者に研修会を行った。また、校内研修等を通して自らの人権感

覚を高め、新たな人権課題に対しても積極的に取り組んだ。 

エ）・町生活部こども課と連携し、適宜スクールソーシャルワーカーの助言を受けなが

ら適切な対応を図った（スクールソーシャルワーカー派遣回数：２３０回）。 

・全小学校４年生を対象に児童安全対策事業（ＣＡＰ講習会）を実施 

・要保護児童対策地域協議会とし代表者会を１回、実務者会を３回、個別ケース検討

会議を２３回実施。 

≪評価≫ 
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・評価指標①については、計画策定時と令和元年度では設問の内容に相違があるため、

策定時数値を小学校、中学校とも下回る結果となっている。これは、自分の考えを持

つことができるがさらに考えを深めたり広げたりするところまではできていないと

考える児童がいるため、数値が下回ったと考えられる。学校では話し合う活動は多く

設定されているが、内容よりも形だけの話し合いになっていることが考えられる。今

後、各教科や道徳科、特別活動などで相手の意見や感情を受け止め、想像力を働かせ

ながら自分の意見を深め、広げられる話し合い活動ができるよう、取り組んでいきた

い。 

・評価指標②については、計画策定時数値を小学校では２．３パーセント、中学校では

３．９パーセント上回り、緩やかな伸びを見せている。これは、人権尊重の視点を大

切にした教育活動の積み重ねによるものと思われる。今後とも目標値達成に向けて、

教員と児童生徒との豊かな心のふれあいによる人間関係の構築、また、それに根付い

た教育活動の継続・拡充に取り組んでいきたい。 

・学校だけでは解決が困難であった事案も、関係機関との積極的な連携により、課題解

決に導かれたことが多くあった。このような経験を重ねることで、連携の重要さを教

職員が認識してきている。 

・授業で扱った内容が知識で終わることのないよう、日々の生活の中で機会を逃さず繰

り返し指導することにより、児童生徒の実践力は高まりを見せている。教材の持つ価

値について研究を重ね、長い間重点的に扱われてきた教材についても児童生徒の実態

と照らし合わせながら、見直したり、新しい教材についても研究を続け、よりよい教

材開発に努めることができた。 

・研修により、人権課題の解決に向けて積極的に行動できる児童生徒の実践力を培うこ

とのできる指導力を身につけてきている。 

・町要保護児童対策地域協議会による個別のケース会議にスクールソーシャルワーカ

ーも参加し、連携を強化できた。 

・家庭児童相談員２名体制により、子育てに悩みを抱える家庭や虐待の恐れがある家庭

などについて関係機関と連携し、総合的な支援に努めた。 

≪今後の課題と対応方向≫ 

・学校では様々な人権課題が存在し、それが解決できているとは言い難い。引き続き教

員の人権感覚を高めるための研修を実施していく。人権課題に対するアンテナを高く

持ち、児童生徒に手本を示すべき身近な大人として成長し続ける教員であるよう、働

きかけていく。 

・児童虐待の発生リスクが高まっていることから、関係機関との連携や、相談体制の充

実による見守りの強化が必要である。 
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・保護者の抱える悩みは人それぞれのため、その方にあった適切な対応・機会を捉えて

相談事業の実施、関係機関との連携をより図り、家庭の教育力の向上を支援してい

く。 
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⑧グローバル化に対応する教育の推進 

取り組むべき主な施策 評価 B 

≪事業目的・取組事項≫ 

ア 国や郷土の伝統と文化に関する教育の推進 

イ 国際化に対応した教育の推進 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）・学習地域の食材を生かした食育や、銀山などの歴史的遺跡の学習、里山林を活用し

た体験活動など、地域の資源を生かした教育内容の充実を図る。 

・学校支援ボランティア等の活用による環境学習、昔遊び体験の展開など、地域の人

材の活用を積極的に図る。 

イ）・ＡＬＴ（外国語指導助手）を積極的かつ効果的に活用し、ネイティブ（英語を母国

語とする人）の英語に慣れ親しむ機会を設け、英語によるコミュニケーションを図

ろうとする態度を育成する。 

・英語指導力向上研修の推進により、教員のコミュニケーション能力及び指導力の向

上を図る。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 

※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

評価指標 
計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

①外国の人と友達になった

り、外国のことについてもっ

と知ったりしてみたいと思う

児童生徒の割合 

小学校：65.5％ 

中学校：66.2％ 

小学校：66.4％ 

中学校：68.3％ 

小学校：75.0％ 

中学校：75.0％ 

②今住んでいる地域の行事に

参加している児童生徒の割合 

小学校：69.8％ 

中学校：58.6％ 

小学校：70.6％ 

中学校：55.0％ 

小学校：75.0％ 

中学校：65.0％ 

≪実施状況≫ 

ア）・学習小学校１年生の生活科の一環として、学校支援ボランティアや地域のまちづ

くり協議会を活用し、コマ回しやおはじきなど、昔の遊びを体験することができた。

また、小学校３年生の社会科の一環として、校区の里山林へ足を運ぶなどの環境体

験活動に取り組んだ。 

・地域の方の協力のもと、地域食材を活用した親子食育体験教室を開催したり、学

校支援ボランティアの方を活用し、茶道体験や昔遊びの活動を行ったりした。 

イ）・ＡＬＴの派遣時間 
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   中学校には週１～２回程度派遣 

   小学校には全外国語活動の時間に派遣 

    １・２年生 年間１０時間程度 

    ３・４年生 年間１８時間程度 

    ５・６年生 年間５０時間程度 

   幼稚園には、月１～２回程度派遣 

・英語指導力向上研修会 

   各小学校外国語担当教員、英語専科教員、ＡＬＴ、中学校英語科教員の参加 

年３回 指導案検討、研究授業、研究協議等を行った。 

  ・中学校英語科教員ＡＬＴ活用研修会 

   各中学校英語科教員、ＡＬＴ、小学校外国語担当教員の参加 

年２回（２回目は休校のため中止）研究授業、研究討議等を行った。 

≪評価≫ 

 ・評価指標①については、計画策定時数値を小学校では０．９パーセント、中学校では

２．１パーセント上回り、緩やかな伸びを見せている。これは、小学校における外国

語活動の学習による外国の言葉や文化に触れる機会の増加、小学校全授業へのＡＬＴ

の配置といった取り組みの実践が要因と考えており、目標値達成に向けて、今後とも

継続・拡充に取り組んでいきたい。 

・評価指標②については、計画策定時数値を小学校で０．８パーセント上回ったものの

中学校では３．６パーセント下回る結果となった。これは、部活動や塾などで時間的

余裕のなさや地域への関心の低下が要因と考える。今後、地域人材の活用や地域教材

を活かした学習など、ふるさと意識を醸成するために各種事業に取り組んでいきた

い。 

・地域人材の活用は定着してきたが、学校により偏りがある。 

・児童にとって、昔遊びや里山林での活動は非日常的な体験であり、大きな意義がある。 

・中学校学習到達度調査の結果、「コミュニケーションへの関心・意欲・態度」「表現の

能力」「理解の能力」「言語や文化についての知識・理解」のいずれにおいても目標値

を上回っており、ＡＬＴ配置の成果と考えられる。小学校においては、外国語活動の

全時間にＡＬＴの派遣があったことで、ネイティブの発音によるコミュニケーション

機会の増加、児童の英語への興味関心の高まりがあった。 

・研修会を通して、ＡＬＴとの協働で行う授業の進め方についての理解や、指導者とし

てのスキル向上につながった。特に英語の指導経験が少ない小学校教員にとっては、

研修によって不安感の払拭につながった。 
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≪今後の課題と対応方向≫ 

・地域人材の活用においては、高齢化が進んでいるため次世代の担い手の育成も地域全

体の課題だと考える。 

・引き続き、児童生徒の実践的な英語コミュニケーション能力の育成に必要な指導法に

ついて学び、自信を持って指導に当たることのできるよう研修を実施していく。 
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⑨時代の変化に対応する教育の推進 

取り組むべき主な施策 評価 Ａ 

≪事業目的・取組事項≫ 

ア 主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善の促進 

イ 環境や資源・エネルギーに関する教育の推進 

ウ 社会的な諸課題に対応する教育の推進 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）児童生徒が学習の見通しを立てたり、学習したことを振り返ったりする活動や相互

意見交流などを計画的に取り入れて、主体的に学習に取り組む態度を育成する。 

イ）身近な地域の環境問題から地球規模の問題まで、幅広く関心を持ち、発達段階に応じ

て理解を深めるよう指導する。また、問題を解決していこうとする実践的態度を、家庭

や地域と連携して育成する。 

ウ）民主主義社会における主権者として、適切に行動するための基礎を養う主権者教育

に取り組む。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 

※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

評価指標 
計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

①自分たちで立てた課題の解

決に向けて情報を集め、話し

合って整理し、発表する活動

に取り組んでいたと思う児童

生徒の割合 

小学校：63.9％ 

中学校：61.3％ 

小学校：68.3％ 

中学校：73.4％ 

小学校：80.0％ 

中学校：80.0％ 

②地域や社会で起こっている

問題や出来事に関心がある児

童生徒の割合 

小学校：59.5％ 

中学校：63.1％ 
－ 

小学校：70.0％ 

中学校：75.0％ 

≪実施状況≫ 

ア）・ＩＣＴ機器を活用し、グループ活動などの協働学習を推進することにより、主体

的・対話的で深い学びを実現できるよう取り組んだ。 

  ・全国学力・学習状況調査の結果から、各校で児童生徒の課題を分析し、授業改善

に努めた。 

イ）小学校３年生の環境体験活動により、身近な地域の自然や社会に触れることで、自

分たちの住んでいる地域の環境をよりよくするためには、どのようにすればよいか
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を考えることができた。 

ウ）・小学校６年生の社会科の学習では、国会・選挙の制度などを通じて、国民主権に

ついて学んでいる。また、中学校の公民的分野でも、民主政治の推進と、積極的な

政治参加の重要性を学んでいる。 

  ・「特別活動」の学習では、話し合い活動を通して、学級あるいは学校をよりよくす

るために、全員で意見を出し合い、課題に対する「最適解」を追求していく取組を

している。 

≪評価≫ 

・評価指標①については、計画策定時数値を小学校で４．４パーセント、中学校で１２．

１パーセント上回り、順調な伸びを見せている。これは、各教員が「主体的・対話的

で深い学び」を意識しながら授業を展開していることが要因と考えられる。 

また、全国と比較しても、計画策定時数値では小学校で－１１．２ポイント、中学校

で－１０．０ポイントであったが、令和元年度では小学校で－９．４ポイント、中学

校で－１．４ポイントと、下回ってはいるが差は小さくなってきている。 

・兵庫県教育委員会より講師を招へいし、授業改善の方法と工夫に関する研修を、各校

の学力向上担当者が受講することで、児童生徒の課題解決を考えるための意識付けと

なった。 

・身近な地域から地球規模へと、学年を追うごとに教科横断的に視点を拡げて物事を考

え、自分ができる小さなことから課題解決に向けて実践を進めることができた。 

・各校で、児童生徒の自発的な意見を最大限に尊重しながら、活動に取り組めていた。 

≪今後の課題と対応方向≫ 

・主体的・対話的で深い学びの実現に向けたＩＣＴ機器の活用については、さらに実践

を深め、小・中学校間で共有することにより、教員の実践的指導力の向上と、業務の

効率化を図ることができると考える。 

・引き続き、系統的に学びを深め、自分ができる身近なことに目を向ける教育が必要で

ある。 

・学級会をはじめ、児童会活動、生徒会活動などの自治的活動の取組を引き続き推進す

ることで、「自分たちの暮らしを自分たちで創り上げていく」という意識付けをする

必要がある。 
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⑩教職員の資質能力の向上と勤務時間の適正化 

取り組むべき主な施策 評価 Ａ 

≪事業目的・取組事項≫ 

ア 学校経営・カリキュラム・マネジメントの体制整備 

イ 教職員研修の充実 

ウ 教職員の心身の健康の管理 

エ 教職員の勤務時間の適正化の推進 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）学校教育目標の実現と主体的・対話的で深い学びの促進に向け、児童生徒や地域の

実情などを踏まえ、教科横断的な視点で、教育内容を組織的に配列し、教育課程を実

施・評価して改善を図る「ＰＤＣＡサイクル」の確立を目指す。 

イ）セクシュアル・ハラスメントやパワー・ハラスメントなどがなく、一人一人が意欲

を持って教育活動に当たれるよう教職員協働の職場環境づくりを進める。 

ウ）教職員を対象としたメンタルヘルス相談や心理カウンセリングの充実、ストレスチ

ェックの定期実施など、教職員のメンタルヘルスの維持・増進を図る。 

エ）「教職員の勤務時間適正化推進プラン」に取り組み、効率的な学校運営に努める。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 

※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

評価指標 

 

計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

①先生はわかるまで教えてく

れると思う児童生徒の割合 

小学校：87.6％ 

中学校：70.1％ 

小学校：93.6％ 

中学校：81.5％ 

小学校：90.0％ 

中学校：85.0％ 

②時間外勤務が60時間を超え

ない教職員の割合 

小学校：81.4％ 

中学校：45.6％ 

小学校：92.6％ 

中学校：75.6％ 

小学校：90.0％ 

中学校：60.0％ 

≪実施状況≫ 

ア）教育課程検討委員会において年度当初に計画を立て、年度途中に実施状況を点検し、

年度末には教育課程の実施状況について学校評価を行った。 

イ）学校管理職研修、主幹教諭研修、特別支援教育研修、人権教育研修等、教職員の指

導力を高めるだけではなく、教職員協働の職場環境づくりを進める研修会を開催する

ことができた。 

ウ）教職員を対象としたメンタルヘルス相談や心理カウンセリングの充実、定期的なス

トレスチェックを実施した。 

エ）勤務時間適正化検討委員会を開催し、勤務時間の適正化に取り組むとともに、「学
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校における働き方改革基本方針」を策定した。 

≪評価≫ 

・評価指標①については、計画策定時数値を小学校は６パーセント、中学校は１１．４

パーセント上回り、特に小学校については目標値を達成している。これは、児童生徒

の実態把握、児童生徒理解の研修を継続的に実施している積み上げの成果と考えられ

る。目標値達成・維持に向けて、今後とも継続・拡充に取り組んでいきたい。 

 ・評価指標②については、計画策定時数値を小学校は１１．２パーセント、中学校は３

０パーセント上回り、目標値を達成している。これは、部活動ガイドラインの作成等、

勤務時間適正化取り組みの実践が要因と考えており、継続的な目標値達成に向けて、

今後とも継続・拡充に取り組んでいきたい。 

・学校評価の結果を基に、改善点を協議し、次年度へ引継ぐ内容がまとめられた。 

・町教育委員会主催の研修会をはじめ、各学校・園における校（園）内研修会が充実し

てきており、専門の講師を招いて質の高い研修会を開催することができた。 

・教職員を対象としたメンタルヘルス相談や心理カウンセリングの充実、定期的なスト

レスチェックを実施し、教職員のメンタルヘルスの維持・増進を図ることができた。 

・勤務時間適正化の具体策を洗い出し、数値目標を掲げることができた。 

≪今後の課題と対応方向≫ 

・常に高い倫理観と使命感を持たせるために、更に教職員への指導を徹底する。 

・町教育委員会主催の研修に関しては、実行力の高い研修会にしていくために、実態や

ニーズに基づいた研修を企画する。 

・教職員を対象としたメンタルヘルス相談や心理カウンセリングの充実、ストレスチェ

ックの定期実施を行い、教職員のメンタルヘルスの維持・増進に努める。 

・学校における働き方改革基本方針に基づき、数値目標を達成し、勤務時間適正化を推

進する。 
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基本目標Ⅱ 「子どもの学びと成長を支え、大人も共に育つ教育の推進」 

 

 ⑪学校・家庭・地域が協働する教育の推進 

取り組むべき主な施策 評価 Ａ 

≪事業目的・取組事項≫ 

ア コミュニティ・スクールなど地域と共にある学校づくりの推進 

イ 学校評価制度の充実 

ウ 地域学校協働活動の充実 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）学校支援ボランティアや部活動指導員、学習サポーターなどの外部人材の積極的な

活用を含め、専門的な知識・技能を有する個人や団体を講師やゲストティーチャーに

招くなど、住民参画の教育活動を進める。 

イ）学校評価の結果を活用して、「ＰＤＣＡサイクル」により学校・園運営の改善など

に取り組む。 

ウ）保護者・地域に対して、教育活動について積極的に情報提供するとともに、オープ

ンスクールの実施や専門的な知識・技能を持った学校支援ボランティア等の活用な

ど、学校・園が核となった地域ぐるみの教育を推進する。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 

※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

評価指標 
計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

①地域の大人（学校や塾・習

い事の先生を除く）に勉強や

スポーツを教えてもらった

り、一緒に遊んだりすること

がある児童生徒の割合 

小学校：47.4％ 

中学校：27.8％ 
－ 

小学校：60.0％ 

中学校：40.0％ 

②学校支援ボランティア活動

の登録人数 
949 人 660人 1,000人 

≪実施状況≫ 

ア）学校支援ボランティアの登録者が定着し、地域に開かれた学校づくりが確立しつつ

ある。また、コミュニティ・スクールを導入するために地域の方、教職員が共に研修

を受けたり、協議することができた。 

イ）全学校において、学校評価を実施し、その結果に基づき、学校運営の改善に取り組
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むことができた。 

ウ）ボランティア登録者数は、個人で６５名、団体では４１団体の５９５名、合計６６

０名であった。活動日数は延べ３８９１日、活動人数は、延べ２０４５６人であり、

様々な形で学校への支援を実施した。 

≪評価≫ 

・評価指標②については、計画策定時数値を２８９人下回る結果となった。これは、計

画策定時数値は、ＰＴＡ活動をする保護者がボランティア登録していた学校もあった

が、現在は登録していないことが減少した要因と考える。今後、幅広い年齢層の方に

学校活動に興味関心を向けていただき、地域の方の得意を活かし、生きがいに感じる

ボランティア活動となるよう取り組んでいきたい。 

 ・コミュニティ・スクール導入について学校の理解が進んだ。 

・学校・園にとって学校支援ボランティアの活動は定着しているが、ボランティアの方

にとって生きがいとなるような活動が十分ではない。 

≪今後の課題と対応方向≫ 

・コミュニティ・スクールを計画的に導入しながら、社会に開かれた学校を実現し、地

域の方の協力を得ながら、学校運営を進めていける体制を構築していく必要がある。 

・学校支援ボランティアを積極的に活用することにより、地域との連携を強化するとと

もに、その意義について、引き続き学校職員及び地域へ周知していく必要がある。 
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⑫教育環境の整備・充実 

取り組むべき主な施策 評価 Ａ 

≪事業目的・取組事項≫ 

ア 適正な教育環境の整備 

イ 学校図書館の整備・充実 

ウ 子どもの貧困対策の推進 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）幼児、児童、生徒の健康を守り、学習環境の改善を図るため、普通教室、特別教室

に空調設備を整備する。 

イ）計画的に整備を行い、魅力的な学校図書館づくりを進める。 

ウ）高等学校・大学等に入学する人、在学している人を対象として、入学費、就学費、

通学費、留学費を貸与する町独自の奨学金事業を継続する。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 

※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

評価指標 
計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

①学校図書館の対図書標準達

成率が100％を超える学校数 
小学校：2校 

中学校：2校 

 小学校：3校 

中学校：3校 

小学校：6校

中学校：2校

(全 2校) 

②学校に行くのは楽しいと思

う児童生徒の割合 

小学校：87.6％ 

中学校：81.4％ 

小学校：87.1％ 

中学校：83.3％ 

小学校：90.5％ 

中学校：90.0％ 

≪実施状況≫ 

ア）町立小中学校及び幼稚園の普通教室と、一部の特別教室に空調設備を整備した。 

イ）平成２９年度からの「第５次 学校図書館整備５か年計画」を受け、学校図書館図

書標準の全小・中学校での１００パーセント達成を目指し、学校図書館図書の整備、

充実を図った。 

図書購入予算：小学校 ２，７００，０００円、中学校 １，５３０，０００円 

ウ）奨学金については、入学費貸付金３１件、就学費貸付金５６件、通学費貸付金１４

件、留学費貸付金０件の合計１０１件で２，６１７万円の貸し付けを実施した（昨年

度８１件１，９９０万円）。 

≪評価≫ 

 ・評価指標①については、計画策定時数値を１校上回った。また、令和元年度末におけ

る対図書標準の蔵書率が小学校全体では９８．３パーセント、中学校全体では１１１．

５パーセントとなっており、３年以内に全小・中学校で図書標準を上回る見込みであ
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る。目標値達成に向けて、今後とも継続・拡充に取り組んでいきたい。 

・評価指標②については、計画策定時数値を小学校で０．５ポイント下回るものの、高

水準を維持している。中学校においては１．９ポイント上回り、順調な伸びを見せて

いる。施設・設備面も含め、教育環境の整備が進んだ成果と考えられる。令和元年度

には、町立小中学校及び幼稚園の普通教室と、一部の特別教室への空調設備整備を行

い、「学校環境衛生基準」に基づき、適切な室温管理を可能とした。 

・奨学金については、制度改正により貸し付け件数が大幅に増加している。 

≪今後の課題と対応方向≫ 

・適切な空調管理を行っていく。 

・蔵書率１００パーセントを超えている場合でも、学校図書館の蔵書には劣化したもの

が多く、廃棄を進めていく。また、児童生徒の学力向上につながる読書活動を推進す

るため、児童生徒の興味関心に応じて常に新刊本を一定以上そろえておく必要があ

る。特に、令和２年度は小学校、令和３年度は中学校の教科書が採択替えとなり、関

連図書を揃えるために小規模校においても一定額以上の予算配当を行う。 

・奨学金については、滞納管理に努めるとともに、一般会計からの財源繰り入れ実施時

期について留意する必要がある。 
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⑬子どもの安心・安全の確保と青少年健全育成の推進 

取り組むべき主な施策 評価 Ａ 

≪事業目的・取組事項≫ 

ア 安全教育の推進 

イ 学校の危機管理体制の整備・充実 

ウ 防災教育の推進 

エ 家庭・地域・関係機関と連携した啓発活動の支援 

オ 青少年指導員を中心とした青少年非行防止活動の推進 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）子どもが自らの命を守るための実践的対処法を身に付けられるよう、防犯ブザーの

携行を徹底させるとともに、防犯訓練、交通安全教室、ＣＡＰ
キ ャ ッ プ

講習会などを実施する。

また、発達段階に応じてＡＥＤを含めた心肺蘇生法の講習を実施する。 

イ）保護者、地域、警察などの関係機関との連携を密にし、子どもの安全と命を守るネ

ットワークの構築に努める。また、町内全学校・園における不審者情報を共有する。 

ウ）防災教育の推進に当たっては、推進委員会・係などを校（園）務分掌に位置付ける

とともに、子どもの発達段階や地域の特性に応じて計画的・継続的に防災教育を行い、

緊急時にも適切に対応できる実践的な態度や能力の育成に努める。 

エ）保護者・地域の協力による通学路の点検の実施や、保護者との危険箇所の情報共有

及び関係機関との調整を行う。 

オ）青少年の非行防止及び問題行動の早期発見のため、青少年指導員による定期的な夜

間パトロール（声かけ）を行うほか、地域との連携による「１１０番のおうち」等の

推進や、関係機関・団体に対する不審者情報の迅速な情報提供に努め、地域全体で子

供の安全を守る取り組みを進める。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 

※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

評価指標 
計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

①児童生徒の防犯ブザーの携

行率 

小学校：92.1％ 

中学校：92.0％ 

小学校：96.3％ 

中学校：87.2％ 

小学校：95.0％ 

中学校：95.0％ 

②「110番のおうち」の登録件

数 
450 件 512件 470件 

≪実施状況≫ 

ア）全小学校４年生を対象に児童安全対策事業（ＣＡＰ講習会）を実施。全児童生徒に
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防犯ブザーを貸与し、 防犯ブザー携行率調査を月１回実施。学校園防犯訓練を全小・

中・幼で、年１回実施。 

【防犯ブザー携行率（月１回所持携行調査）】 

小学校平均 ９６．３％ 中学校平均 ８７．２％ 

イ）保護者や地域、また警察などの関係機関との協力体制を構築した。 

ウ）阪神地区防災教育推進連絡会議 

  開 催：５月３１日（金） 三田市まちづくり協働センター 

  出席者：小・中学校長及び町関係機関（総務課、教育振興課、学校教育課） 

エ）通学路の緊急合同点検に基づく「地域安全マップ」を作成、児童生徒・保護者等と

の危険箇所の情報共有に努めた。また、登下校時の児童生徒の集合場所等について点

検を行い、警察を含めた現地確認による危険箇所の情報共有・対策の協議を行った。 

オ）【青少年指導員を中心とした青少年非行防止活動の推進】 

①定期夜間パトロールの実施（実施回数 ６０回、参加者延べ数 ２７２人） 

・町内イベントでのパトロールの実施（年間実施回数 ２回） 

・川西市との合同パトロールの実施（年間実施回数 １回） 

②関係機関の緊急連絡体制の強化と初動警戒行動の連携・迅速化 

・青少年健全育成推進会議を中心とするネットワークの強化 

・不審者情報受信時の関係者・団体への速やかな情報発信 

・子どもを守る「１１０番のおうち」の普及拡大を図る 

（令和２年３月末時点登録数 ５１２件） 

≪評価≫ 

 ・評価指標①については、計画策定時数値を小学生は４．２パーセント上回り、順調な

伸びを見せている。これは、学校が家庭と連携し、防犯意識を持てるような通信での

発信や個別の声かけが要因と考えており、目標値達成に向けて、今後とも継続・拡充

に取り組んでいきたい。 

・評価指標②については、計画策定時数値を６２件上回る結果となった。これは、保護

者だけでなく自治会を通して住民の方に広く周知したことが増加の要因と考える。今

後も住民の方々の協力を得ながら、児童生徒の安全を確保していきたい。 

・児童安全対策事業（ＣＡＰ講習会）については、具体的な指導プログラムの内容であ

るため子どもたちにも分かりやすく、子ども自身の危機回避能力が高まった。 

・防犯ブザーの貸与によって、児童生徒の防犯意識の向上が図られるとともに、「防犯

ブザー携行のまち」として、犯罪等の抑止効果がある。 

・川西警察と連携し学校園防犯訓練の継続した取り組みによって、学校・園としての組

織的な対応能力が高まった。 
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・学校と関係機関が連携することによって避難所の開設・運営について確認をすること

ができ、意識も高めることができた。 

・普通救命講習会の開催により、命の尊さや健康・安全に関する意識を高め、救命手当

を実行できる能力を身に付けることで、安全・安心な学校づくりを進めることができ

た。 

・児童生徒・保護者等と危険箇所の情報共有ができた。また、登下校時の児童生徒の集

合場所等の点検により、危険箇所の対応状況の確認ができた。 

・青少年指導員による定期パトロールとして、蛍光色のベストを着用し、公園や大型店

舗、コンビニなどの巡回を実施することで、青少年の非行・犯罪の抑止力となった。 

「１１０番のおうち」協力依頼を児童・生徒の保護者や自治会へ積極的に新規募集を

行ったことにより、子どもたちの避難場所のさらなる確保を行うことができた。 

≪今後の課題と対応方向≫ 

・児童安全対策事業（ＣＡＰ講習会）は、４年生を中心としているが、低学年において

も、児童の危機回避能力を高める取り組みが必要である。 

・防犯ブザーの貸与による児童生徒の防犯意識と携行率を高めるために、家庭との共通

理解及び更なる連携が必要である。 

・学校園防犯訓練において、学校・園によって立地条件等が異なり、死角になりやすい

場所や不審者が侵入しやすい場所等が違うため、各校・園単独で訓練をする必要があ

る。 

・普通救命講習を学校によって単独で受講している場合もあるが、全教職員が受講でき

るよう、今後も消防本部と連携して計画的に実施する必要がある。 

・今後も継続して防災マニュアル、避難所マニュアルや避難所開設マニュアルの点検を

丁寧に行い、教職員がさらに危機管理意識を高めるためにも校内研修で避難所開設の

シミュレーションを実施していく必要がある。 

・今後も「地域安全マップ」による情報共有を行い、行政・保護者・地域住民が一体と

なって、児童生徒の安全確保に努めていく。 

・青少年の非行防止に対する早期発見、早期指導対応に努める。また、昨今の青少年を

取り巻く情勢を把握し、現状に合った指導方法の導入を推進する。 

・近年、青少年が被害者となる悲惨な事件が多く発生していることから、子どもを守る

「１１０番のおうち」の継続更新をしてもらうとともに、新規協力者の募集に努め、

少しでも多くの避難場所を確保し、子ども達にとって安心安全な地域づくりを推進す

る。 
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 ⑭家庭の教育力向上の支援 

取り組むべき主な施策 評価 Ａ 

≪事業目的・取組事項≫ 

ア ＰＴＡ活動の支援 

イ 子育て支援の充実 

ウ 相談支援の充実 

エ 教育情報の発信 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）会員相互の研修やＰＴＡ広報の発行などを通じて、学校教育及び家庭教育への理解

を深め、子どもの生活向上や環境改善の取組を充実させる。 

イ）要保護児童対策地域協議会における関係機関との連携を進め、虐待の早期発見・早

期対応等を徹底する。 

ウ）町教育支援センターで教育相談（面接相談・電話相談）を実施し、不登校をはじめ

とする様々な相談に対応する。 

エ）子どもが活力ある生活を送れるよう、基本的な生活習慣・学習習慣の確立やスマー

トフォン利用のルール作りなどに関する情報提供を進め、保護者・地域の理解促進に

取り組む。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 

※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

評価指標 
計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

①学校の授業時間以外に普段

（月～金曜日）30分以上勉強

をしている（塾を含む）児童・

生徒の割合 

小学校：82.2％ 

中学校：83.2％ 

小学校：84.6％ 

中学校：85.8％ 

小学校：95.0％ 

中学校：100.0％ 

②家庭で学校での出来事を話

す児童生徒の割合 

小学校：77.8％ 

中学校：73.8％ 

小学校：82.6％ 

中学校：75.6％ 

小学校：85.0％ 

中学校：80.0％ 

≪実施状況≫ 

ア）ＰＴＡ連合会に補助金を交付することにより、日本ＰＴＡ全国研究大会への参加や

ＰＴＣＡフォーラムの開催、ＰＴＡ連合会広報誌の発行等、ＰＴＡ活動を支援した。 

イ）要保護児童対策地域協議会として、代表者会を１回、実務者会を３回、個別ケース

検討会議を２３回実施。 

ウ）教育相談事業として、臨床心理士３名による週４日の面接相談と、職員による平日
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の電話相談を実施。相談件数は５９２件（面接５８０件、電話１２件）。 

適応指導教室「ＳＴＥＰいながわ」において、不登校児童生徒に対して集団への適

応と自立を促し、学力補充や体験活動を行うなどして、学校復帰を支援した。 

エ）児童生徒対象の情報モラル等の授業や保護者対象の講演会を、各校が独自に計画・

実施した。 

全小学校で情報教育指導補助員による情報モラルの授業を実施した。 

≪評価≫ 

 ・評価指標①については、計画策定時数値を小学校で２．４パーセント、中学校で２．

６パーセント上回り、順調な伸びを見せている。これは、家庭での学習の進め方につ

いて「家庭学習のてびき」を配布し、家庭学習について細かく指示をしていることが

要因のひとつと考えており、目標達成に向けて、今後とも継続・拡充に取り組んでい

きたい。 

・評価指標②については、計画策定時数値を小学校で４．８パーセント、中学校で１．

８パーセント上回っている。これは、学校通信の配布や学校ホームページの更新を積

極的にすることで学校の様子を伝えることで、保護者も児童生徒に学校のことを話題

にして話しかけやすくなったと考えられる。目標値達成に向けて、今後とも継続・拡

充に取り組んでいきたい。 

・ＰＴＡ活動を通し、親同士のつながりができ、会員の学校教育及び家庭教育への関心

を深めることができた。 

・家庭児童相談員２名体制により、子育てに悩みを抱える家庭や虐待の恐れがある家庭

などを訪問するとともに、関係機関と情報共有する中で支援を進めた。 

・スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーを積極的に活用し、教育支援セ

ンター等の関係機関とも連携して相談体制の充実を図っているものの、小・中学校と

もに不登校発生率が増加し、全国や県の平均を上回った。 

・各校において、発達段階に応じた情報モラル講演会や、児童生徒自らルールを作成す

ることを通して、児童生徒や教職員の意識の高揚が見られた。 

≪今後の課題と対応方向≫ 

・魅力あるＰＴＡ活動を上手く情報発信していただくことにより、親同士のつながりが

更に広がるよう引き続きＰＴＡ連合会を通じて支援する。 

・要保護児童対策地域協議会における関係機関との連携をより一層進め、虐待の恐れが

ある家庭への訪問を通報等があってから４８時間以内に行うよう徹底する。 

・不登校の未然防止のため、教職員による研究をさらに推進するとともに、適応指導教

室「ＳＴＥＰいながわ」と学校との連携をさらに強化し、不登校児童生徒の適応指導

教室利用促進を図るなど、学校復帰のための積極的な支援を行う必要がある。 
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・新たな機器やアプリにより犯罪手口等が年々巧妙になるため、教職員が新しく正しい

知識を持つよう研修を推進するとともに、最新の対応策を講じるよう保護者にも啓発

する。 
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基本目標Ⅲ 「生涯にわたる学びの支援と健康長寿を支えるスポーツの推進」 

 

 ⑮生涯学習活動の支援 

取り組むべき主な施策 評価 Ａ 

≪事業目的・取組事項≫ 

ア 生涯にわたる学習の機会と場の提供 

イ 学ぶ人同士の交流の支援 

ウ 住民主体の学習活動・地域づくりの支援 

エ 図書館サービスの充実 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）各種公民館講座や生涯学習カレッジ「リバグレス猪名川」の開催など、住民ニーズ

を踏まえた学習機会の提供を行う。 

イ）主催講座等を通じた自主学習グループの育成を進め、継続的に学習・交流する地域

のつながりの充実を図る。 

ウ）公民館登録グループ連絡協議会に加盟する団体の施設の利用促進、グループ活動の

ＰＲ、公民館フェスタ開催の支援などを行う。 

エ）時節に即した資料展示や図書館報・図書館ホームページによる情報発信、読書啓発

行事の実施など、積極的な情報発信や読書関連行事の実施に努める。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 

※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

評価指標 
計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

①図書館利用登録者１人当た

りの貸出冊数（町内在住者の

み） 

11.8 冊 9.8冊 12.5冊 

②公民館登録グループ会員数 976 人 893人 1,000人 

③公民館総利用者数 88,420 人 85,740人 90,000人 

④公民館講座開設数 19 回 20回 20回 

⑤生涯学習カレッジ「リバグ

レス猪名川」延べ受講者数 
645 人 

 

481人 700人 

≪実施状況≫ 

ア）各種公民館講座を開設（２０講座）した。また、「リバグレス猪名川」において、幅

広い利用者が参加しやすいよう、水曜日「猪名川から見た人とくらしの歴史学～川と
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ともに歩んだ地域の歴史～」と土曜日「『時』と生活文化史」の２コース設定で実施

した。 

イ）パソコン講座に公民館登録グループ出身の講師を起用した。 

ウ）・公民館登録グループ連絡協議会の支援と公民館フェスタの開催を支援した（公民

館フェスタは新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止）。 

・公民館登録グループに対し、施設の優先的利用を図った。 

・生涯学習センターのロビーや２階ギャラリーをグループ活動の発表の場として提

供した。 

・「公民館だより」や町広報・ホームページによる啓発を行った。 

エ）・図書館の展示を１２ヶ月８テーマ、日生展示・児童展示１２テーマ、ミニ展示１

４テーマ行った。 

 ・図書館システムを更新し、システム内で本を選択し自分の本棚として保存できるな

ど、利用者の読書推進を図った。 

 ・ボランティアとの連携による各種子ども向け行事（８３回）の開催（２月２７日以

降は新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止）。 

・子育て支援センターでの読み聞かせや絵本紹介、また、保健センターでの読み聞か

せ（２歳４･５ヶ月対象「あいあい教室」 年６回のうち１回は新型コロナウイル

ス感染拡大防止のため中止）や絵本紹介冊子の配布（３･４ヶ月検診及び「あいあ

い教室」）を行った。 

・学校の図書館教育担当者会へ参加し、担当職員への新刊本の紹介や、小中学生の読

書傾向について講習するなど、様々な情報提供を行った。 

・学校支援ボランティア研修会で本の修理方法を講習し、学校図書館活動への支援を

行った。 

・学校との連携により見学の受け入れを行い、児童生徒の図書館に対する理解を深め

た。 

・学校や地域への団体貸出を実施した（団体貸出１２，１０６冊）。 

・保育園職員を対象に、本の修理や装備について講習し、他部署との連携を深めた。 

・大活字本等の購入、貸出やデイジー、磁気ループ等補助器の提供を行った。 

・全国の点字図書館などから録音図書（３０タイトル）を借り受けし、提供を行った。 

・町こども課主催のキッズフェスティバルに参画し、図書館の周知を行った。 

・町地域包括支援センター及び猪名川町キャラバンメイトと連携して認知症に関す

るイベントを開催し、関連資料の提供を行った。合わせて、９月の図書館内展示の 

テーマとして「正しく知ろう認知症」を行った。 

・雑誌オーナー制度の導入により、財源確保に努めるとともに地域事業者の活性化に
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つなげた（令和元年度５社）。 

・ビブリオバトルを開催し、図書のＰＲを通して幅広い年代の交流の場となった。 

≪評価≫ 

・評価指数①及び③については、①が２冊、③が２６８０人下回る結果となったが、新

型コロナウイルスの感染拡大防止のため３月９日以降図書館・公民館が休館したこと

が大きな要因であると考えられる。今後、運営を継続し目標値を達成するために、新

型コロナウイルスの対策を状況に応じて取り組んでいきたい。 

・評価指数②について、計画策定時数値を８３人下回る結果となった。この要因は登録

グループメンバーの高齢化があげられる。各々の事情で活動が困難となり、グループ

の維持ができずに解散されている。今後は、グループの活動の紹介を積極的に行い、

公民館登録グループの活性化に努めたい。 

・評価指数④の計画策定時数値を１回上回る結果となっている。予定では２２回講座で

あったが、３月の新型コロナウイルス対応と講師体調不良により２講座急遽中止とな

った。今後は､感染症対策を講じながら、事業の継続・拡充に取り組んでいきたい。 

・評価指数⑤については、計画策定時数値を１６４人下回る結果となった。これは計画

策定時から講座回数や募集人数など、リバグレスの形式を変更していることが要因で

あると考えられる。今後も、時事に合わせた話題など、より住民のニーズに応えられ

る講座内容について検討し、取り組んでいきたい。 

・学習目標を持った特色ある講座を開設することができた。 

・ボランティアグループとの連携による子ども向けの「おはなし会」等は、開催日時を

固定し定着させたことにより、親子連れなどが参加しやすくなり、また子育ての情報

交換の場にもなってきている。 

・日生図書室の開室及び移動図書館車の運行により、図書館から遠い地域への図書の提

供を行い、町全域におけるサービスに努めた。 

・関係部署との連携によるイベントや資料提供により地域の情報発信に努めた。 

≪今後の課題と対応方向≫ 

・今後も受講生の意向調査などを実施し、調査結果に基づき各公民館講座内容を精査、

検討する必要がある。 

・公民館登録グループ連絡協議会の継続的支援と公民館フェスタの開催を支援する。 

・図書館竣工後、２３年の経過とともに年々修繕箇所が増加しており、計画的な営繕を

実施する必要がある。 
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⑯芸術・文化の振興と支援 

取り組むべき主な施策 評価 B 

≪事業目的・取組事項≫ 

 ア 芸術・文化に触れる機会の提供 

 イ 芸術文化団体の育成と活動支援 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）幼児から高齢者まで、幅広い世代を対象にした鑑賞型事業や普及参加型事業を実施

します。 

イ）猪名川町文化協会が町芸術文化推進の柱となり、自主的な運営や活動を進められる

よう、活動補助、施設の利用促進、自主事業の合同開催などの支援・連携を推進しま

す。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 

※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

評価指標 
計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

①自主事業平均集客率 72.9％ 67.9％ 80％ 

②猪名川町展応募点数 172 点 136点 200点 

≪実施状況≫ 

ア）自主事業については、幼児から高齢者まで幅広い年齢層に興味をもたれる６事業中

５事業を実施した。よしもとお笑いバラエティショー＆吉本新喜劇については、新型

コロナウイルス感染症拡大予防のため中止となった。 

イ）・文化協会に補助金２５０,０００円を支出した。 

・文化月間（９月～１０月）中の、各イベントへの活動支援。 

・文化協会との合同事業として第１０回音楽フェスタを開催（入場者数６７０人、集

客率７７．６％）。 

≪評価≫ 

 ・評価指標①については、計画策定時数値を５パーセント下回る結果となった。これは、

自主事業の１事業である『梅沢富美男劇団公演』１日２回公演が予想外に集客率を得

られなかったのが要因と考える。今後も引き続き幅広い年齢層に興味を持っていただ

けるような公演を検討し、目標値達成に向けた各種事業に取り組んでいきたい。 

 ・評価指標②については、計画策定時数値を３６点下回る結果となった。これは、出展

者の高齢化に伴うものと考え、応募を控えられている傾向にあると思われる。今後は、

若い世代の方にも興味をもってもらえる新たな出展部門を実行委員会委員と共に検
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討し取り組んでいき、目標値達成に向けて今後とも継続・拡充に取り組んでいきたい。 

≪今後の課題と対応方向≫ 

・自主事業については、通年で、子ども向け・青年層の事業を実施しているが、集客が

低迷しており、全国的にも苦戦している。今後、自主事業の計画段階で、本町住民の

ニーズに合った事業を勘案し、実施することで、集客率を上げていく。 
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⑰生涯にわたるスポーツ・レクリエーション活動の支援 

取り組むべき主な施策 評価 Ａ 

≪事業目的・取組事項≫ 

ア 生涯スポーツの普及啓発 

イ スポーツ・レクリエーションの指導者や団体の育成 

ウ 競技スポーツの振興 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）スポーツ推進委員の派遣と指導、スポーツ教室などの開催、スポーツ施設の整備な

どを通して、誰もが気軽にスポーツに参加し、健康増進を図ることのできる機会の提

供に努める。 

イ）町スポーツ推進の核となる体育協会への活動補助や施設利用促進を行いながら、指

導者や後継者の育成に努めるとともに、地域の人々が組織する「スポーツクラブ２１」

（各まちづくり協議会単位）の活動を啓発・支援し、スポーツを通じた健康づくりや

地域交流を促進する。 

ウ）体育協会などの競技スポーツ団体を支援するとともに、各種スポーツ教室の開催、

スポーツ活動優秀者に対する助成などを行い、各競技の普及と競技人口の拡大に努め

る。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 

※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

評価指標 
計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

①住民運動会参加者数 2,000 人 － 2,500人 

②スポーツクラブ21会員数 8,987 人 － 10,000人 

③体育施設利用者数 248,102 人 283,391人 300,000人 

④スポーツ活動優秀者助成者数 51 人 98人 100人 

≪実施状況≫ 

ア）各まちづくり協議会単位に配置しているスポーツ推進委員を地域や学校（ＰＴＡ）

での軽スポーツの普及・啓発のために派遣するとともに、彫刻の道マラソン大会（参

加者８８５人）等のイベント運営にも参加した。 

  また、各スポーツ施設において各種スポーツ教室を実施し、日常的なスポーツの普

及と健康増進の機会の提供に努めた（スポーツセンター１９教室 延べ参加者数約６

８５０人、Ｂ＆Ｇ海洋センター２３教室 延べ参加者数約１４９８４人）。 

イ）体育協会への補助金交付（１，４００，０００円）と活動支援、加盟している約７
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０団体を社会教育関係団体として登録のうえ、施設使用料の減免措置を行った（成人

団体５割減免、青少年団体１０割減免）。 

  また、各まちづくり協議会が実施している住民運動会、同協議会単位で活動してい

るスポーツクラブ２１を支援し、スポーツを通じた健康づくりや地域交流の促進に努

めた。 

ウ）体育協会にスポーツ教室開催を委託し、加盟団体により９教室を実施（バドミント

ン、少林寺拳法、レスリング等）した他、スポーツ委員を対象とした軽スポーツ体験

会、野外活動指導者会委託による、小学校４年生から中学校３年生までを対象とした、

「ジュニアリーダー養成講座」を実施した。 

  また、スポーツ活動優秀者に対して申請に基づき活動助成（国際大会出場者３人＠

１０，０００円、全国大会出場者６１人＠７，０００円、近畿大会出場者３４人＠７，

０００円）を行った他、広報誌により活動を紹介した。 

≪評価≫ 

 ・評価指標①及び②については、正確な数値を把握していない。また、②については地

域住民全員を会員とするクラブが増えており、目標値に近い数値、もしくは超えてい

る可能性もあるが、実態とそぐわない部分もあり、単純に評価することはできない。 

・評価指標③については、計画策定時数値を１４パーセント上回り、順調な伸びを見せ

ている。これは、指定管理者のノウハウを生かした自主事業の取り組みが要因と考え

ており、目標値達成に向けて、今後とも継続・拡充に取り組んでいきたい。 

・評価指標④については、計画策定時数値を９２パーセント上回る結果となった。これ

は、体育協会への支援が選手の競技力向上に繋がったと考える。しかし、令和２年度

から助成金の要件を変更しているので、今後、人数的には減少する可能性が高い。 

・スポーツを通じて住民の健康増進や生きがいづくり、地域コミュニティの醸成などに

努めた。また、社会教育施設の利用のみでなく、学校施設を開放し活動環境の充実を

図った。 

・生涯スポーツでは、いつでも、どこでも、誰でも気軽にスポーツが楽しめるよう、団

体への支援、教室の開催、指導者の派遣を行うとともに、様々な取り組みに対する普

及啓発に努めた。 

・競技スポーツにおいては、上位大会出場者への助成や、広報誌・ホームページなどの

媒体を活用し住民への紹介を行い、競技スポーツに対する意識や取組の向上に努め

た。 

≪今後の課題と対応方向≫ 

・スポーツクラブ２１において新規加入者が少なく、参加者の固定化や事業内容のマン

ネリ化が生じている。今後新たな広がりを持たすためにも、まちづくり協議会等との
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連携・協力体制の構築を推進するなど、地域の実情を勘案しながら地域ごとに検討し

ていく必要がある。 

・スポーツ推進委員や体育協会の幹部役員など、長年スポーツ振興にご尽力いただいて

いる方々の高齢化が進んでいる。組織の若返りを図り、今後も活動を継続していくた

めに、新しい人材育成に努めていく必要がある。 
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⑱文化財の保存・活用と継承 

取り組むべき主な施策 評価 Ａ 

≪事業目的・取組事項≫ 

ア 文化財の保存・活用と整備の推進 

イ 歴史文化の情報発信と郷土愛の育成 

ウ 伝統行事を継承していくための支援 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）史跡多田銀銅山遺跡保存活用計画に基づき、より具体的な活用方法を計画するため

の整備基本計画を策定するとともに、企画展や講演会などの実施や先進地事例の調

査・研究を進め、町内外に周知するとともに、地域住民と連携した今後の保存・活用

について検討する。 

イ）町内小学校を対象とした国史跡多田銀銅山遺跡への社会見学を支援する。 

イ）銀山地区に安定的な高速通信環境を確保するため、携帯電話基地局を整備し、国史

跡多田銀銅山遺跡にある見どころを、これまで以上に見学していただきやすいよう、

デジタルコンテンツを活用した学習できる手段の導入について検討を進める。 

イ）ふるさと館では、木喰明満上人が遺した木喰仏のデジタル展示や、富田儀作氏が再

興させた高麗青磁などの展示スペースの拡充を図り、静思館では庭園を眺望できるあ

づま屋までの散策道を整備したことから、交流人口の増加につなげる。 

ウ）担い手不足により、継承が困難になりつつある伝統行事を後世に受け継ぐための支

援及び指定文化財の適切な保存・管理の支援に努める。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 

※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

評価指標 
計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

①静思館入館者数 5,339 人 7,483人 6,000人 

②多田銀銅山悠久の館入館者

数 
15,269 人 11,187人 17,000人 

③企画展・講演会延べ参加者

数 
5,425 人 3,264人 6,000人 

≪実施状況≫ 

ア）文化財の保存・活用と整備の推進 

【整備】 

『史跡多田銀銅山整備基本計画』 
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・令和２年３月策定 

・事業計画を短期・中期・長期と設定し、計画に基づき史跡内の整備事業を進める。 

【多田銀銅山遺跡の活用】 

企画展『多田銀銅山 民田―ＴＡＭＩＤＡ―』 

（令和元年１０月２９日～令和２年３月２９日※ただし、令和２年３月１０日より

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため臨時休館、３１７６名） 

国史跡「多田銀銅山遺跡」関連事業（講演会、体験学習会 計６１名） 

【ふるさと館】 

特別展「福西茂スケッチ画展」ＰＡＲＴⅢ～Ⅴ 

ふるさと館講座（年６回実施、参加者２１３名） 

イ）町内小学校への多田銀銅山遺跡社会見学交通費の支援 

各学校実施結果（白金小学校６月６日、松尾台小学校 ６月１２日、つつじが丘小

学校 １０月８日、猪名川小学校 １１月１５日、楊津小学校・大島小学校 １２月

１１日） 

社会見学の受け入れ 

・ふるさと館（白金小学校３年生、猪名川小学校、大島小学校、つつじが丘小学校、

松尾台小学校、計３１２人） 

イ）銀山地区携帯電話基地局整備事業 

  銀山地内に設置、３キャリア（ＮＴＴｄｏｃｏｍｏ、ＫＤＤＩ、Ｓｏｆｔｂａｎｋ）

の参画（令和２年３月竣工） 

銀山地区でのデジタルコンテンツ導入に向けては現地調査を実施し検討を行った。 

イ）ふるさと館本館来館者数（６３９１名、前年より５３７名増） 

静思館来館者数（７４８３名、前年より１４７３名増） 

ウ）指定文化財に対する補助金の交付及び購入措置 

・指定無形民俗文化財保護管理補助金の交付 

  （杉生・西畑の練り込み、民田三矢の儀式 計２件） 

・指定有形文化財補助金の交付 

  神社防災設備補助金（国指定１件、県指定２件、町指定３件 計６件） 

  指定文化財管理補助金（県指定７件、町指定１４件 計２１件） 

・文化財保存整備費等補助金の交付 

  （２件、国重要文化財 戸隠神社 ①本殿覆屋の修繕、②耐圧ホースの取替） 

 ・県指定重要文化財木喰仏（個人所有）１軀の購入 

≪評価≫ 

 ・評価指標①については、計画策定時数値を１．４倍と上回り、目標値を超えている。



66 
 

これは、ひなまつりなどのイベント実施や、口コミによる来館者増が要因と考えてお

り、目標値達成に向けて、今後とも継続・拡充に取り組んでいきたい。 

・評価指数②③については、計画策定時数値を下回る結果となった。令和元年度につい

ては入館者数が増加する３月にコロナ感染症対策のため臨時休館したことが要因の

ひとつと考える。今後、多くの方に文化財を知ってもらうような創意工夫した企画を

実施し目標値達成に向けた各種事業に取り組んでいきたい。 

・文化財調査の成果を住民に広く知っていただくため、講座や企画展を実施した。 

・町内小学校への多田銀銅山遺跡社会見学交通費支援の成果として、児童が社会見学後

の休日に家族等と多田銀銅山を訪れ、自らが家族を案内する姿が多数見られた。 

・講座等の内容を工夫することで、大人から子どもまで幅広い年齢層が参加した。 

・災害による突発的な文化財の緊急被害に対し、所有者への助言や県・町補助金につい

て適切な対応を行った。 

・地域の文化財の継承に向けて助言や支援を行い、維持管理が困難になった所有者よ

り、町が県指定文化財木喰仏を買い取り、町外流出を防ぐことができた。 

≪今後の課題と対応方向≫ 

・多田銀銅山遺跡内の青木間歩は坑道内設備の老朽化により閉鎖している。令和２年度

内に維持修繕工事を実施予定である。その他の施設（ふるさと館、多田銀銅山悠久の

館）についても施設・備品等が経年劣化しており、維持修繕が必要になってきている。 

・世代に応じた効果的な文化財の活用プログラムを検討していく必要がある。 

・文化財の保存継承には、地元自治会や地権者の理解・協力が不可欠である。事前の協

議及び問題発生時の対応等、住民と密接に連携し協力関係を強めていく。 

・民俗文化財を含めた町内に所在する文化財の現状把握及び地域住民による文化財の

継承が必要である。 
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⑲生涯学習・スポーツ関連施設の整備 

取り組むべき主な施策 評価 Ａ 

≪事業目的・取組事項≫ 

ア 利用しやすい施設整備と適切な維持管理 

イ 学校の空き教室を活用した生涯学習施設整備の研究 

≪令和元年度の事業（取組）の概要≫ 

ア）施設や設備の計画的な維持管理、修繕に努める。 

ア）指定避難所としての機能向上と施設利用者が快適に利用できるよう、図書館・公民

館内ではトイレを改修して温水洗浄付便座を設置するとともに、文化体育館では空調

設備の改修工事を行う。 

イ）学校ごとの児童生徒数の予測から、将来的な空き教室の発生について状況の把握を

進め、先進自治体の事例の調査研究を進める。 

≪評価指標及び令和元年度実績値≫ 

※令和元年度において調査未実施項目については「－」と記載している。 

評価指標 
計画策定時の 

現状値 

実績値 

（令和元年度） 

目標値 

（令和5年度） 

①スポーツ施設スクール数 15 教室 42教室 20教室 

②スポーツ施設スクール延べ

参加者数 
18,668 人 21,834人 20,000人 

≪実施状況≫ 

ア）指定管理者によるスポーツ施設の管理運営を行った。 

 ・町スポーツ施設（スポーツセンター、登り尾公園・うぐいす池公園テニスコート） 

  期    間：平成２８年４月１日～令和３年３月３１日（５年間） 

  指 定管理者：尼崎市スポーツ振興事業団・イオンディライト共同体 

  年間利用者数：１８２５４３名 

 ・猪名川町Ｂ＆Ｇ海洋センター 

  期    間：平成２８年４月１日～令和３年３月３１日（５年間） 

  指 定管理者：尼崎市スポーツ振興事業団・イオンディライト共同体 

  年間利用者数：９２３９３名 

また、スポーツセンターでは、ホールおよび更衣室のＬＥＤ照明交換工事を実施し、

Ｂ＆Ｇ海洋センターでは、シャワー室のサーモスタット取替工事、機械室ダクト穴あ

き部修繕を実施した。 

ア）図書館・公民館では、トイレの便座を温水洗浄機付に取替え、また、和式便器を洋

式に変更することで、施設内で快適に過ごせるように改修した。 
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ア）文化体育館では、節電運転ができるようになり冷暖房機能の向上を図ることができ

た。 

イ）将来的な空き教室の把握に努めた。 

≪評価≫ 

・評価指標①については、計画策定時数値を１８０パーセント、②については１７パー

セント上回り、順調な伸びを見せている。これは、指定管理者による利用者ニーズに

合わせた教室の実施が要因と考えており、今後とも継続・拡充に取り組んでいきたい。 

・指定管理者制度を活用し、民間能力による効率的な運営と施設利用者へのサービス向

上に努めた。利用者数も安定して推移している。 

・トイレの改修を行ったことで、施設利用者が快適に利用できるようになった。 

・更新工事をしたことにより節電効果が見込める。 

・空き教室の把握を行った。 

≪今後の課題と対応方向≫ 

・施設の老朽化が進んでおり、点検等を強化するとともに、今後も施設利用者が安全か

つ快適に過ごせるように、計画的な修繕を実施し施設の維持管理を図る。 

・コミュニティ・スクールの取組を進め、地域住民に学校運営に参画を求める中で空き

教室を地域住民が有効活用することについて検討していく。 

 コミュニティ・スクールの導入に向け、「町学校運営協議会設置規則」を制定した。 
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達成度の評価一覧 

「猪名川の教育ナビゲーション（猪名川町教育振興基本計画）」に基づく取り組む

べき主な施策  
評価 

 

基本目標Ⅰ 「縦の接続・横の連携による質の高い学校教育の推進」 

① 「確かな学力を培う教育の推進―いなぼう学力アッププラン― 

ア 各種調査結果の分析と指導方法の工夫・改善 Ａ 

イ 授業・保育のユニバーサルデザイン化 Ａ 

ウ 情報教育の充実 Ａ 

エ 兵庫型教科担任制や少人数授業など新学習システムの活用 Ａ 

オ 学校図書館を活用した読書活動の推進 Ａ 

カ 幼稚園・小学校・中学校の連携強化 Ａ 

② 豊かな心と志を育む教育の推進 

ア 道徳教育の充実 Ｂ 

イ 体験活動の充実 Ｂ 

ウ キャリア教育の推進 Ｂ 

エ 生徒指導の充実 Ｂ 

オ 学級活動、学校行事の充実 Ｂ 

カ 部活動の充実 Ｂ 

③ 健やかな体を培う教育の推進 

ア 学校体育・運動遊びの充実 Ｂ 

イ 健康教育の推進 Ｂ 

④ いじめ・不登校の対応 

ア いじめ問題への対応 Ｂ 

イ 不登校の予防と支援の充実 Ｂ 

ウ 教育相談体制の充実 Ｂ 

エ 豊かな人間性を育む集団づくり Ｂ 

⑤ 特別支援教育の充実 

ア インクルーシブ教育システムの構築の推進 Ａ 

イ 専門性の向上と指導・支援の充実 Ａ 

ウ 機能的な校内支援体制の整備 Ａ 

エ 円滑な移行支援 Ａ 

オ 保護者や関係機関との連携 Ａ 
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カ 特別支援教育の理解・啓発の推進 Ａ 

⑥ 幼児教育の充実 

ア 幼稚園教育において「育みたい資質・能力」を伸ばすための保育の充実 Ａ 

イ 小学校教育との円滑な接続 Ａ 

ウ 幼稚園を活用した子育て支援の充実 Ａ 

エ 公私・幼保連携の推進 Ａ 

⑦ 人権尊重の生き方の基礎を培う教育の推進 

ア 人権教育の推進体制の充実 Ａ 

イ 同和問題をはじめとする様々な人権課題に対応した教育の充実 Ａ 

ウ 人権教育の指導内容・指導方法の工夫・改善 Ａ 

エ 児童虐待から子どもを守る学校づくりの推進 Ａ 

⑧ グローバル化に対応する教育の推進 

ア 国や郷土の伝統と文化に関する教育の推進 Ｂ 

イ 国際化に対応した教育の推進 Ｂ 

⑨ 時代の変化に対応する教育の推進 

ア 主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善の促進 Ａ 

イ 環境や資源・エネルギーに関する教育の推進 Ａ 

ウ 社会的な諸課題に対応する教育の推進 Ａ 

⑩ 教職員の資質能力の向上と勤務時間の適正化 

ア 学校経営・カリキュラム・マネジメントの体制整備 Ａ 

イ 教職員研修の充実 Ａ 

ウ 教職員の心身の健康の管理 Ａ 

エ 教職員の勤務時間の適正化の推進 Ａ 

 

基本目標Ⅱ 「子どもの学びと成長を支え、大人も共に育つ教育の推進」 

⑪ 学校・家庭・地域が協働する教育の推進 

ア コミュニティ・スクールなど地域と共にある学校づくりの推進 Ａ 

イ 学校評価制度の充実 Ａ 

ウ 地域学校協働活動の充実 Ａ 

⑫ 教育環境の整備・充実 

ア 適正な教育環境の整備 Ａ 

イ 学校図書館の整備・充実 Ａ 

ウ 子どもの貧困対策の推進 Ａ 
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⑬ 子どもの安心・安全の確保と青少年健全育成の推進 

ア 安全教育の推進 Ａ 

イ 学校の危機管理体制の整備・充実 Ａ 

ウ 防災教育の推進 Ａ 

エ 家庭・地域・関係機関と連携した啓発活動の支援 Ａ 

オ 青少年指導員を中心とした青少年非行防止活動の推進 Ａ 

⑭ 家庭の教育力向上の支援 

ア ＰＴＡ活動の支援 Ａ 

イ 子育て支援の充実 Ａ 

ウ 相談支援の充実 Ａ 

エ 教育情報の発信 Ａ 

 

基本目標Ⅲ 「生涯にわたる学びの支援と健康長寿を支えるスポーツの推進」 

⑮ 生涯学習活動の支援 

ア 生涯にわたる学習の機会と場の提供 Ａ 

イ 学ぶ人同士の交流の支援 Ａ 

ウ 住民主体の学習活動・地域づくりの支援 Ａ 

エ 図書館サービスの充実 Ａ 

⑯ 芸術・文化の振興と支援 

ア 芸術・文化に触れる機会の提供 Ｂ 

イ 芸術文化団体の育成と活動支援 Ｂ 

⑰ 生涯にわたるスポーツ・レクリエーション活動の支援 

ア 生涯スポーツの普及啓発 Ａ 

イ スポーツ・レクリエーションの指導者や団体の育成 Ａ 

ウ 競技スポーツの振興 Ａ 

⑱ 文化財の保存・活用と継承 

ア 文化財の保存・活用と整備の推進 Ａ 

イ 歴史文化の情報発信と郷土愛の育成 Ａ 

ウ 伝統行事を継承していくための支援 Ａ 

⑲ 生涯学習・スポーツ関連施設の整備 Ａ 

ア 利用しやすい施設整備と適切な維持管理 Ａ 

イ 学校の空き教室を活用した生涯学習施設整備の研究 Ａ 
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４ 外部評価  

 

令和元年度教育委員会事務の管理及び執行の状況についての点検及び評価にあたって、客観性

を確保するため、点検・評価の方法や結果等について学識経験を有する方の意見を聴きました。  

 

（１） 学識経験者                               （敬称略）  

氏 名 所 属 等 

広瀬 義徳 関西大学教授 

赤尾 勝己 猪名川町社会教育委員の会議長 

中井 重樹 猪名川町退職校園長会会長 

 

（２）外部評価結果（意見内容） 

 本点検・評価報告書から、猪名川町教育委員会は、学校教育と社会教育の領域において、概ね

順調に管理・運営ができていることが窺われます。今回Ｂ判定がついた、「②豊かな心と志を育む

教育の推進」、「③健やかな体を培う教育の推進」、「④いじめ・不登校の対応」、「⑧グローバル化

に対応する教育の推進」、「⑯芸術・文化の振興と支援」の項目については、今後の改善努力に期

待したいと思います。 

個々の評価として、確かな学力形成の取り組みについては、今年度、児童・生徒自身が自らの

立てた課題に対して主体的に考え、学ぶ態度が身に付き出していると思われるデータが得られて

いることが注目されます。これを発展させて協働学習を含めた「対話的で深い学び」の実現へ向

けた取り組みと、そのための授業方法の質改善がより一層期待されます。 

また、情報教育指導補助員の派遣や ICT 環境の積極的な整備により、近年注目されているプロ

グラミング教育など、ICT 関連の教育活動が充実していることも特徴の一つと思われます。情報

全般を扱うメディアリテラシーの観点からは、学校図書館の司書および支援員の配置に伴い、読

書活動の活性化が見られる点も評価されます。移動図書館を含めた様々な工夫の中で、国語科に

限定されない科内の多様な教科学習と日常の読書活動を効果的に連動させる横断的な取り組みが

これから期待されます。 

特別の教科、道徳の導入に伴い、教育委員会と各学校が連携しながら指導方法の工夫を重ね、

評価指標①「いじめは、どんな理由があってもいけないことだと思う児童生徒の割合」は期待値

を上回るデータとなっていますが、道徳性の全体的評価については、児童・生徒のいじめや差別、

SNS 上で他者を傷つける行為など問題行動全般や人権関連評価指標との関連性で、より詳細な分

析が望まれるところです。他方、評価指標②「将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合」に

ついては、中学生において前年度比でやや下回る数値となっています。しかし、これは本報告書

でも指摘されている通り、児童生徒を取り巻く環境や社会経済情勢の変化など複数要因がかかわ
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っていると考えられることから、それらのマクロな諸要因への適切な介入が必要と思われます。

トライやる・ウィーク推進事業では事業所確保が課題となっているようですが、将来を展望した

キャリア教育の観点からは、一人一人の職場体験とキャリア計画を大切にしながらも、流動化し

不安定化する労働市場の現実を見据えた備えが求められるように思います。 

昨年度に引き続き不登校の出現率が全国平均を上回っており増加傾向にある点に関しては、学

校と適応指導教室との有機的な連携強化が課題として指摘されています。そうした不登校児童・

生徒への支援強化が期待されていますが、様々な不登校が発生する諸要因のうち学校環境に起因

する面がないか点検評価し、改善につなげる努力も必要かと考えます。公的教育施設やフリース

クールにも通っていない子どもの把握とアウトリーチの方法が気になります。 

多様な不安や課題を抱える子どもへのアプロ―チ全般としては、インクルーシブ教育システム

構築へ向けた取り組みの推進に加え、特別支援教育コーディネーターやスクールソーシャルワー

カーの活用、そして、教育委員会・学校が、保護者と共通理解の下、医療・保健・福祉・労働等の

関係諸機関と有機的に連携して幅広く対応に努めておられる点は評価されます。誰もが安心して

通える学校園を目指し、ユニバーサルな授業内容、指導方法と学校環境の更なる改善充実を期待

します。 

部活動に関しては、「ノー部活デー」の実施や朝練習の廃止、適度な休養日の設定、そして部活

動指導員の配置など、部活動の過剰な状況を改め、生徒の生活本位のバランス重視による取り組

みの見直しに努められていることは評価されます。これは顧問教員の業務負担軽減にもつながり、

教員全体の勤務時間適正化の取り組みと合わせて、その意義を認めることができます。また、教

員の働き方については、各種ハラスメント防止やメンタルヘルス促進のための研修の充実や職場

環境づくりに努められていることが見てとれます。 

体力向上や健康教育については、幼児期から意欲的に取り組まれておりますが、生涯スポーツ

を推進する観点からは、学校園のみならず公的・地域スポーツ施設の利用促進、地域住民の自主

的なスポーツ活動を支援していくためにも、活躍いただいている「体力アップインストラクター」

をはじめ、スポーツ振興のための指導者の育成・継承は重要な課題に思われます。 

グローバル化に対応した取り組みでは、英語指導力向上研修会や ALT の派遣の充実がありま

す。こうした教員側の資質向上策が生かされ、子どもたちの英語力向上や諸外国への開かれた態

度の形成につながることが期待されます。その意味で、評価指標①「外国の人と友達になったり、

外国のことについてもっと知ったりしてみたいと思う児童生徒の割合」はもっと高くなり、グロ

ーバル化する社会に生きる子どもたちが、英語圏のみならず多様な言語・宗教・文化への興味や

関心を持ち、主体的にかかわろうと思う割合がより増加してほしいと願います。 

子どもの貧困対策として、猪名川町独自の貸与型奨学金が設けられていることは、近年の社会

情勢に鑑みても高く評価されます。なお、最優秀者に対する一部給付型への切り替え制度などを

導入し、猪名川町に生まれ育つ子どもたちのさらなる意欲喚起ができればより素晴らしいと思い
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ます。 

最後に、芸術文化面では、多田銅銀山をはじめとする町内文化財の保存・活用や猪名川町の独

自な歴史文化と伝統行事を継承していく活動は、他にかえることのできない特筆すべき面であり、

他地域の住民との交流・学習の場にもなっていると思われます。これからも町全体で大切にして

ほしいと思います。 
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